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本庄市第 10 次高齢者福祉計画及び第９期介護保険事業計画の策定にあたって 

 
 

全国的に高齢化が急速に進行する中、本市でも高齢

者人口は増加を続けており、団塊の世代が後期高齢者

である 75 歳以上となる令和７年（2025 年）が迫る中、

その割合は高まり続けています。さらに令和 22 年

（2040年）を見据えると、団塊ジュニア世代が65歳以

上となり高齢化率は 40％を超えることが予想されま

す。これに伴い、介護や見守りを必要としたり、認知症

を患う高齢者が増加し、世帯構成においても高齢者の

みの世帯の割合が上昇している状況から、高齢者福祉

サービスや介護保険給付の需要はますます高まること

になります。 

一方、少子化により生産年齢人口が大きく減少し、高齢者福祉・介護サービスを支える

現役世代の減少は、介護人材等の確保の面からも全国的に深刻な問題となっています。 

今回策定いたしました『本庄市第 10 次高齢者福祉計画及び第９期介護保険事業計画』

は、こうした問題に対応し、令和 22 年（2040 年）、またそれ以降を見据え、介護や支援が

必要になっても、できる限り住み慣れた地域や自宅で安心して暮らし続けることができるよ

う「医療」「介護」「予防」「住まい」「生活支援」のサービスを一体的に提供する「地域包括ケ

アシステム」の質を更に深めるべく、ＥＢＰＭを実践し位置付けた内容となっております。 

本市は、これからも高齢者一人ひとりが生きがいや社会での役割をもち、助け合いなが

ら暮らしていくことのできる地域づくりのため、市民の皆様と一体となって取り組んでまい

る所存でおりますので、市民の皆様をはじめ関係者、関係団体の皆様には一層のご支援と

ご協力をお願い申し上げます。 

結びに本計画の策定にあたり、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調

査に加え事業所調査にご協力をいただいた皆様、意見聴取やヒアリングにご協力をいただ

いた関係団体の皆様、さらには貴重なご意見とご提言をいただきました介護保険運営協議

会委員の皆様に心から厚く御礼申し上げます。 

 
 
令和６年３月 

                            本庄市長 
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第１章 はじめに 

第１節 計画の策定にあたって 

我が国では超高齢社会が急速に進行しており、内閣府「令和５年版高齢社会白書」に

よると、令和４（2022）年 10月１日現在、65歳以上人口（高齢者人口）は 3,624万人、

総人口に占める割合（高齢化率）も 29.0％となっています。 

「団塊の世代」が後期高齢者（75歳以上）となる令和７（2025）年の高齢者人口は 3,653

万人に達し、令和 25（2043）年に 3,953万人となりピークを迎えることが見込まれるほ

か、平均寿命は年々上昇傾向にあることから、「人生 100年時代」の到来に向けた検討が

各省庁で進められています。高齢化率も上昇を続け、令和 19（2037）年には国民の３人

に１人以上が高齢者となることが見込まれています。医療や介護を必要とする人が今後

も増加する中で、介護保険制度の持続可能性の確保が重要な課題となっています。 

本市では、「地域包括ケアシステムの更なる深化と地域共生社会の実現に向けた取組の

推進」を基本方針とする「本庄市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画」

を令和３（2021）年３月に策定し、「地域包括ケアシステム」の更なる深化・推進を図っ

てきました。本市の総人口は減少傾向が続いており、高齢化率の上昇に歯止めがかから

ない状態となっていることから、今後ますます介護保険サービスをはじめとする高齢者

の生活を支援するための制度・施策の重要性が高まっていきます。 

この度策定する「本庄市第 10次高齢者福祉計画及び第９期介護保険事業計画」は、団

塊ジュニア世代 1が 65 歳以上となる令和 22（2040）年を見据えつつ、国の介護保険事業

に係る基本指針等を踏まえながら、引き続き、地域包括ケアシステムの深化・推進を図

るとともに、介護保険制度の改正に対応し、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし

続けられるようにすることを目的とするものです。 

 

 

 
1 昭和 46（1971）年から昭和 49（1974）年までに生まれた世代を指す。「第二次ベビーブーム世代」ともいう。 
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第２節 計画の位置付け 

本計画は、老人福祉法第 20 条の８に基づく「市町村老人福祉計画」及び介護保険法第

117条に基づく「市町村介護保険事業計画」を一体的に策定したものであり、本市におけ

る高齢者福祉施策の総合的指針として位置付けられる、「本庄市総合振興計画」及び「本

庄市地域福祉計画」を上位計画とする福祉分野の計画です。「本庄市障害者計画」、「本庄

市障害福祉計画」、「本庄市障害児福祉計画」等の本市が策定する他の計画との調和を図

って策定しています。 

図表 本計画の位置付け 
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【他関連計画】 
 本庄市都市計画マスタ

ープラン 
 本庄市立地適正化計画 
 本庄市移動等円滑化促

進方針 
 本庄市地域防災計画 
 本庄市健康づくり推進

総合計画 
 本庄市自殺対策計画

  等 

埼玉県高齢者支援計画 

調和 
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第３節 計画の期間 

「介護保険事業計画」は３年ごとに定めることとなっており、この度策定する「第９

期計画」の期間は令和６（2024）年度から令和８（2026）年度とします。また、「高齢者

福祉計画」も「介護保険事業計画」と一体的に策定することとされていることから、同

３年間を計画期間と定めます。 

図表 計画の期間 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 計画の策定体制 

（１）本庄市介護保険運営協議会による調査及び審議 

有識者、保健医療関係者、福祉関係者、介護保険の被保険者等で構成される「本庄市

介護保険運営協議会」において、計画の方向性や内容等について審議しました。 

 

（２）本庄市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画検討委員会による検討 

庁内関係課の職員で構成される「本庄市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画検討委

員会」において、計画の方向性や内容等を検討しました。 

 

（３）市民の参画 

介護保険及び保健・医療・福祉サービスを利用している要介護者等をはじめ、被保険

者である市民の意見を反映させるため、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」、「在宅介

護実態調査」を実施しました。また、パブリックコメント 2による市民の意見聴取を行い

ました。 

 

（４）介護サービス事業所及び高齢者福祉団体への意見聴取 

高齢者福祉に係る活動を行う高齢者団体に対し、アンケートを実施しました。また、

ケアマネジャーに対する調査及び介護サービス事業所に対する調査を実施し、高齢者に

 
2 公的な機関が、制度等を制定する際に広く公に意見、情報、改善案を求める手続きのこと。 

第９期計画 

（令和６年度 
～令和８年度） 

第８期計画 

（令和３年度～ 

令和５年度） 

第 10 期計画 
（令和９年度 

～令和 11 年度） 

第７期計画 
（平成 30 年度 

～令和２年度） 

令和 22（2040）年までの中長期的見通し 

…… 

R22 R11 R9 R2 R3 R12 H30 R5 R6 R8 
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よるサービスの利用状況等を把握しました。 

 

（５）国の指針との整合性の確保、県との調整 

本計画は、「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」

を踏まえるとともに、埼玉県等と調整した上で策定しました。 
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第５節 計画策定にあたっての基本的な視点 

介護保険制度については、３年ごとに大きな見直しが行われています。平成 26（2014）

年６月に成立した「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法

律の整備等に関する法律（医療・介護総合確保推進法）」に基づき、第６期計画以降、団

塊の世代の高齢者が 75歳以上となる令和７（2025）年に向けて、「医療」「介護」「予防」

「住まい」「生活支援」を柱として高齢者の生活を支援していく「地域包括ケアシステム」

の構築及び深化・推進に取り組んできました。 

図表 地域包括ケアシステムの姿 
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病気になったら 介護が必要になったら 
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第２章 本庄市の高齢者を取り巻く状況と課題 

第１節 高齢者の現状 

（１）人口構成の変化 

１．本庄市における人口と高齢化率の推移と推計 

住民基本台帳によると、令和５（2023）年６月１日現在の本市の総人口は 77,397 人と

なっています。これまでの人口推移を見ると、わずかに減少傾向が続いています。 

年齢３区分別人口を見ると、年少人口（15歳未満）及び生産年齢人口（15歳以上 65歳

未満）は微減で推移しているものの、高齢者人口（65歳以上）はわずかに増加していま

す。 

図表 年齢３区分別人口と年齢３区分別人口構成比の推移 

単位：人、％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（令和４年まで 10月１日現在、令和５年は６月１日現在） 

※端数処理のため、年齢３区分別人口構成比の和は必ずしも 100.0％にならない。 
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高齢者について、前期高齢者（75 歳未満）と後期高齢者（75 歳以上）に区分すると、

後期高齢者人口の増加が続いていることがわかります。前期高齢者人口は平成 30（2018）

年から令和５（2023）年にかけて 3.4％程度の減少となっているのに対し、後期高齢者人

口は 13.5％程度の増加が見られます。比較的要介護リスクが高くなる後期高齢者人口が

増加することで、介護サービスの需要が高まることが見込まれます。 

図表 前期高齢者数及び後期高齢者数の推移 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（令和４年まで 10月１日現在、令和５年は６月１日現在） 

 

本市の人口について、令和 27（2045）年までの将来推計を見ると、高齢者人口の増加

は令和 22（2040）年まで続くと見込まれます。老年人口比率（高齢化率）は令和７（2025）

年には３割、令和 22（2040）年には４割を超えると予測されています。 

図表 年齢３区分別人口と高齢化率の推計 

単位：人、％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」（令和２年）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30

（2018）年推計」（令和７年以降） 

※総人口には年齢不詳人口が含まれているため、年齢３区分別人口の和は総人口に必ずしも一致しない。 
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（２）世帯構成の変化 

１．世帯数の推移 

国勢調査によると、本市の一般世帯数は増加傾向で推移しており、平成 12（2000）年

には 27,867世帯となっていましたが、令和２（2020）年には 32,949世帯となっており、

20年間で 5,082世帯増加しています。また、高齢者単身世帯は平成 12（2000）年から平

成 27（2015）年までの 15年間で約 2.6倍、高齢夫婦世帯は約 2.0倍となっています。一

般世帯のうち、５世帯に１世帯以上は高齢者単身世帯または高齢夫婦世帯となっていま

す。 

図表 一般世帯数と高齢者のいる世帯数の推移 

単位：世帯、％ 

 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

一般世帯数（Ａ） 27,867 29,197 32,161 32,943 32,949 

 高齢者単身世帯（Ｂ） 1,515 2,701 3,008 3,489 3,891 

 比率（Ｂ／Ａ） 5.4 9.3 9.4 10.6 11.8 

 高齢夫婦世帯（Ｃ） 1,950 2,383 2,763 3,288 3,835 

 比率（Ｃ／Ａ） 7.0 8.2 8.6 10.0 11.6 

資料：総務省「国勢調査」 

※「一般世帯（Ａ）」には施設の入所者や病院等の入院者等は含まれない。 

※「高齢夫婦世帯」とは、夫 65歳以上妻 60歳以上の１組の一般世帯をいう。 

図表 高齢者単身世帯、高齢夫婦世帯数の推移 

単位：世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 
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（３）就労状況の変化 

１．高齢者の就労状況 

高齢者の就労状況について見ると、「主に仕事」は平成 12（2000）年の 1,760人から令

和２（2020）年には 3,859 人と約 2.2倍となっています。また、「家事のほか仕事」は平

成 12（2000）年では 597 人となっているのに対し、令和２（2020）年では 1,488 人と、

約 2.5倍となっています。 

なお、就労状況の推移を見ると、１年間に何らかの仕事をした高齢者（「主に仕事」、

「家事のほか仕事」、「通学のかたわら仕事」の合計）は２割強となっています。 

図表 高齢者の就労状況 

単位：人 

 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

総数 10,401 12,032 18,592 20,965 22,661 

労働力人口 2,483 2,780 4,141 4,830 5,919 

 就業者 2,426 2,686 3,976 4,674 5,728 

  主に仕事 1,760 1,977 2,749 3,232 3,859 

  家事のほか仕事 597 613 1,015 1,248 1,488 

  通学のかたわら仕事 - 2 3 1 3 

  休業者 69 94 209 193 378 

 完全失業者 57 94 165 156 191 

非労働力人口 7,695 9,000 13,374 15,575 15,121 

資料：総務省「国勢調査」 

※「休業者」とは、「仕事を休んでいた者」をいう。「完全失業者」とは、仕事を探していた者をいう。 

図表 高齢者の就労状況の推移 

単位：人、％ 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 
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（４）平均寿命と健康寿命 

１．平均寿命と健康寿命の推移 

医療技術の向上や衛生環境の改善により、日本人の平均寿命は年々過去最高を更新し、

世界的にも長寿の国の一つとなっています。 

平成 13（2001）年から令和元（2019）年の平均寿命の推移を見ると、男性では 3.34 年、

女性では 2.52 年の上昇が見られます。同期間の健康寿命（日常生活に制限のない期間）

の推移を見ると、男性では 3.28 年、女性では 2.73年の上昇が見られます。 

介護を必要とする期間（平均寿命と健康寿命の差）は、男性では約９年、女性では約

12年となっています。 

図表 健康寿命と平均寿命の推移（男性） 

単位：年 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「令和５年版高齢社会白書」 

図表 健康寿命と平均寿命の推移（女性） 

単位：年 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「令和５年版高齢社会白書」 
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女ともに「認知症」が多くなっています。このほか、多い疾病について見ると、男性の

場合は「悪性新生物」や「脳血管疾患」などであるのに対し、女性の場合は「骨折・転
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倒」、「関節疾患」などとなっており、違いが見られます。 

このことから、介護を必要とする段階に至るプロセスに男女差があることがうかがえ、

介護予防を効果的に進めていくためには、性別等の要素も考慮し、保健事業と連携しな

がら取り組む必要があると考えられます。 
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図表 要支援・要介護認定を受けるに至った原因疾病（男性） 

単位：件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：主治医意見書（令和４年） 

図表 要支援・要介護認定を受けるに至った原因疾病（女性） 

単位：件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：主治医意見書（令和４年） 
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図表 要支援・要介護認定を受けるに至った原因疾病（性別・年齢別上位３項目） 

単位：件 

 第１位 第２位 第３位 

男性 
悪性新生物 脳血管疾患／認知症 

65 56 

 65 歳未満 
脳血管疾患 悪性新生物 糖尿病／神経疾患 

10 5 3 

 65 歳以上 70 歳未満 
脳血管疾患 呼吸器疾患 悪性新生物／精神疾患 

5 4 3 

 70 歳以上 75 歳未満 
脳血管疾患 悪性新生物 骨折・転倒 

10 9 5 

 75 歳以上 80 歳未満 
悪性新生物 脳血管疾患 認知症／関節疾患 

13 9 7 

 80 歳以上 85 歳未満 
悪性新生物 認知症 脳血管疾患 

18 15 13 

 85 歳以上 
認知症 骨折・転倒 悪性新生物 

30 20 17 

女性 
認知症 骨折・転倒 悪性新生物 

82 79 69 

 65 歳未満 
悪性新生物 脳血管疾患 糖尿病 

7 6 3 

 65 歳以上 70 歳未満 
悪性新生物 その他 

認知症／骨折・転倒／

脳血管疾患／神経疾患

／脊髄損傷 

9 3 2 

 70 歳以上 75 歳未満 
悪性新生物 認知症 関節疾患 

18 11 6 

 75 歳以上 80 歳未満 
関節疾患 認知症 悪性新生物 

15 12 10 

 80 歳以上 85 歳未満 
認知症 骨折・転倒 関節疾患 

26 24 21 

 85 歳以上 
骨折・転倒 認知症 関節疾患 

43 30 24 

資料：主治医意見書（令和４年） 
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第２節 介護保険給付等の実績 

（１）要支援・要介護認定者数と認定率の推移 

本市における第１号被保険者（65歳以上）のうち、要支援・要介護認定者数は平成 27

（2015）年３月末で 3,151人となっていましたが、令和５（2023）年３月末時点で 3,670

人となっています。特に要介護１以上で増加しています。要介護リスクが高い後期高齢

者人口の増加が今後も見込まれることから、認定者数も更に増加していくことが見込ま

れます。 

認定率も、全国、埼玉県では上昇が続いていますが、本市では 16％程度で横ばいとな

っており、これまでの介護予防の取組が作用していると考えられます。 

図表 要支援・要介護認定者数の推移 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」（平成 26 年度～令和２年度）、厚生労働省「介護保険事業状況

報告（３月月報）」（令和３～４年度） 

図表 認定率の推移 

単位：％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」（平成 26 年度～令和２年度）、厚生労働省「介護保険事業状況

報告（３月月報）」（令和３～４年度） 
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全国、埼玉県の調整済み認定率 3と比較すると、本市の調整済み軽度認定率は全国、埼

玉県よりも低くなっているものの、調整済み重度認定率は全国、埼玉県と同水準となっ

ています。 

令和４（2022）年の要支援・要介護度別の構成割合を見ると、本市は全国、埼玉県と比

べて軽度認定者（要介護２以下）の割合が低くなっています。特に要支援１、要支援２

の割合が低く、10％以下となっているのに対し、要介護１の割合は 28.8％と高くなって

います。 

図表 調整済み軽度認定率と調整済み重度認定率の分布（令和３年） 

単位：％ 

 
調整済み軽度認定率 

（要支援１～要介護２） 

調整済み重度認定率 

（要介護３～要介護５） 

全国 12.4 6.5 

埼玉県 11.6 6.5 

本庄市 11.0 6.5 

行田市（参考） 9.7 6.4 

東松山市（参考） 10.9 6.7 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」及び総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 

図表 要支援・要介護度別構成割合の比較 

単位：％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業報告（月報）」（令和４年） 

※端数処理のため、構成割合の和は必ずしも 100.0％にならない。 

 
3 認定率の多寡に大きな影響を与える「第１号被保険者の性・年齢構成」の影響を除外した認定率のこと。 
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（２）介護保険給付等の推移 

１．介護保険サービス利用者（受給者）数と利用者割合の状況 

介護保険サービスを利用する受給者数の平均について見ると、いずれのサービスでも

伸びが見られます。施設受給者数は平成 27（2015）年度以降 600人前後で推移していま

す。在宅受給者数については、令和４年度には 2,000人を突破しています。 

介護保険サービス利用者（受給者）の割合を見ると、大きな変化は見られません。 

図表 介護保険サービス受給者数（平均）の推移 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」より算出（12か月の平均値（令和４年度のみ令和５年１月ま

での 10 か月））。 

図表 介護保険サービス利用者（受給者）割合の推移 

単位：％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」より算出（12か月の平均値（令和４年度のみ令和５年１月ま

での 10 か月））。 

※端数処理のため、割合の和は必ずしも 100.0％にならない。 
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２．介護費用額と受給者１人当たり給付費の状況 

本市の介護費用額を見ると、いずれのサービスでも増加傾向にあり、その合計は令和

３（2021）年度において 60 億円を超えています。平成 26（2014）年度の値と比較すると

約 1.2倍となっています。 

図表 介護費用額の推移 

単位：百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域包括ケアシステム「見える化」システム（厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」（令和２年度ま

で）、「介護保険事業状況報告（月報）」の 12 か月累計（令和３年度）、直近月までの「介護保険事業状況報

告（月報）」の累計（令和４年度）（※補足給付は費用額に含まれていない）） 

 

第１号被保険者１人当たり給付月額を要介護度別に見ると、要介護１、要介護４では

全国を上回っていますが、それ以外は下回っています。 

図表 第１号被保険者１人当たり給付月額（要介護度別）の比較 

単位：円 

 
第１号被保険者１人当たり給付月額 比較 

本庄市 埼玉県 全国 対埼玉県 対全国 

要支援１ 68 164 211 -96 -143 

要支援２ 152 287 420 -135 -268 

要介護１ 3,918 3,101 3,477 817 441 

要介護２ 3,598 3,495 4,112 103 -514 

要介護３ 3,659 4,624 5,074 -965 -1,415 

要介護４ 5,816 4,831 5,732 985 84 

要介護５ 3,116 3,416 4,267 -300 -1,151 

合計 20,328 19,920 23,293 408 -2,965 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」（令和４年（令和５年１月サービス提供分まで）） 

※端数処理のため、要支援・要介護区分の給付月額の和と合計は必ずしも一致しない。 
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３．リハビリテーションサービスの利用状況 

介護保険におけるリハビリテーションサービスは、疾病やケガなどによって低下した

身体機能の回復をすることだけではなく、高齢者が自立した生活を送れるようにするこ

とを目的としています。住み慣れた地域での生活を継続する上でも重要な役割を果たし

ます。 

本市の訪問リハビリテーションサービスの利用率を見ると、いずれの要介護度でも全

国、埼玉県を下回っています。 

また、通所リハビリテーションサービスの利用率についても、要介護４では全国、埼

玉県を上回っているものの、それ以外では下回っています。 

図表 訪問リハビリテーションサービスの利用率 

単位：％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（令和５年４月サービス提供分まで） 

図表 通所リハビリテーションサービスの利用率 

単位：％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（令和５年４月サービス提供分まで） 
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第３節 第８期計画期間における取組と今後の課題 

（１）事業評価 

本計画の策定にあたり、第８期計画に掲げた基本方針と５つの部門別方針に沿って施

策・事業に取り組んできました。 

未実施（Ｃ評価）となった事業は全体で９つありましたが、その他の 133 事業はすべ

て実施しています。 

図表 第８期計画の事業評価（総括表） 

単位：件 

基本施策 事業数 Ａ評価 Ｂ評価 Ｃ評価 Ｄ評価 Ｅ評価 

基本方針 

地域包括ケアシステムの更なる深化と地域

共生社会の実現に向けた取組の推進 

17 14 2 1 0 0 

（１）地域包括ケアの推進体制の強化 5 3 1 1 0 0 

（２）地域包括支援センター機能の充実 8 7 1 0 0 0 

（３）地域共生社会の実現に向けた取組 4 4 0 0 0 0 

＜予防＞ 

健康寿命の延伸と生きがいづくりの推進 
21 16 3 2 0 0 

（１）健康づくり・疾病予防の推進 －(3) －(3) －(0) －(0) －(0) －(0) 

（２）保健事業と介護予防の一体的な実施の推進 － － － － － － 

（３）介護予防の推進 9 8 1  0 0 

（４）生きがいづくりの推進 7 4 2 1 0 0 

（５）社会参加の促進 5 4 0 1 0 0 

＜医療＞ 

在宅医療・認知症ケアの推進 
27 20 7 0 0 0 

（１）在宅医療・介護連携の推進 5 4 1 0 0 0 

（２）看取り介護への対応 1 1 0 0 0 0 

（３）認知症関連施策の充実 21 15 6 0 0 0 

＜生活支援＞ 

高齢者が地域で暮らす体制づくり 
40 20 15 5 0 0 

（１）生活支援サービスの体制整備 3 3 0 0 0 0 

（２）在宅生活の支援 17 6 6 5 0 0 

（３）家族介護者への支援 4 1 3 0 0 0 

（４）支え合いの地域づくりの推進 13 7 6 0 0 0 

（５）成年後見制度の利用促進に向けた取組 3 3 0 0 0 0 

＜住まい＞ 

安心して暮らせる環境の整備 
13 12 1 0 0 0 

（１）多様な住まい方の支援 4 4 0 0 0 0 

（２）高齢者にやさしいまちづくりの推進 3 2 1 0 0 0 

（３）防犯・防災対策の推進 6 6 0 0 0 0 

＜介護＞ 

介護保険サービスの充実による安心基盤づくり 
24 18 5 1 0 0 

（１）介護保険サービス基盤の整備 3 1 2 0 0 0 

（２）サービスの質の向上 10 10 0 0 0 0 

（３）情報提供・相談体制の充実 3 3 0 0 0 0 

（４）低所得者対策の推進 3 3 0 0 0 0 

（５）介護人材確保の必要性 2 1 0 1 0 0 

（６）災害・感染症対策の体制整備 3 0 3 0 0 0 

合 計 142(145) 100(103) 33(33) 9(9) 0(0) 0(0) 

（注）評価については次のとおり。Ａ：概ね計画通り実施、Ｂ：計画通りではないが、事業を実施している、 

Ｃ：未実施（実施を予定している）、Ｄ：未実施（見直し等を予定している）、Ｅ：廃止 

（注）括弧内の数値は現行計画に記載されていない健康づくり事業を含めた場合の値。 
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（２）基本方針の振り返り（主な取組）と部門別方針ごとの振り返り（主な取組） 

地域包括ケアシステムの更なる深化と地域共生社会の実現に向けた取組の推進 

本市では、第６期計画から地域包括ケアシステムの構築に取り組んでおり、地域包括

支援センター数と職員数を充実させつつ、高齢者が身近な地域で生活課題を相談できる

環境づくりを進めてきました。平成 18（2006）年に最初の地域包括支援センターが市直

営で設置されて以降、現在は市内４か所に設置されています。現在も関係各課と協力し

ながら、地域包括ケアシステムの深化・推進を図るとともに、年齢や性別、障害の有無

などにかかわらずすべての人がつながり、ともに生きる「地域共生社会」の実現に向け

た取組を進めています。令和３（2021）年度から本庄市成年後見サポートセンターが開

設されたほか、令和４（2022）年度から福祉総合相談窓口が設置され、高齢者に更に寄

り添った支援を提供しています。 

 

＜予防＞健康寿命の延伸と生きがいづくりの推進 

はにぽん筋力トレーニングをはじめとする介護予防の取組を住民主体となって実施で

きるよう支援しました。新型コロナウイルス感染症の拡大の影響は大きく、通いの場や

介護予防事業が中止となった時期には、自宅で介護予防に取り組めるようはにぽん筋力

トレーニング（はにとれ）の動画を作成し、ホームページ等で公開しました。また、感

染症対策を講じながら、可能な限り事業を継続できるよう、はにとれ教室等住民主体の

通いの場の早期再開を支援しました。通いの場に参加できない高齢者も確認されている

ことから、身近な地域の活動に参加してもらえるよう、今後も働きかけていく必要があ

ります。 

また、市民総合大学や公民館事業などをはじめとして、高齢者が地域で参加できる生

涯学習・生涯スポーツの活性化を図っています。 
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＜医療＞在宅医療・認知症ケアの推進 

令和３（2021）年度以降、入退院支援を重点取組として、医療と介護従事者の研修会

の開催や入退院調整ルールの改定等を行いました。また、各関係機関との情報共有、研

修会の開催、緊急時に備えるための連絡先カードの配布等を行っています。 

このほか、ACP（アドバンス・ケア・プランニング「人生会議」）4の普及啓発を図ると

ともに、認知症の予防・共生のための取組として認知症サポーターの養成や認知症ケア

パスの普及などを行っています。認知症のある人やその家族を地域で見守る体制の強化

を図るため、関係機関や地域団体、ボランティア、認知症サポーター等とのネットワー

ク拡大と強化に努めています。これらの取組により、認知症サポーターの有志が運営す

る認知症カフェの設置、グループホーム内の認知症ケア相談室の設置などにつながって

います。 

 

＜生活支援＞高齢者が地域で暮らす体制づくり 

身近な地域で暮らしていくために必要な生活支援サービスを確保するため、生活支援

コーディネーターを配置しています。生活支援コーディネーターを中心に、地域で暮ら

すための支え合いの体制づくりを進めてきました。社会福祉法人の協力による買い物支

援、ラジオ体操など、感染症対策を講じて継続的な実施に努めました。 

このほか、生活支援サポーター養成講座の開催等により、高齢者自身が支援者となる

地域づくりを進めるとともに、介護保険サービスについても、訪問系サービス、通所系

サービス、地域密着型サービスの確保を図っています。 

一方で、ふれあいいきいきサロンが設置されていない地区があるほか、高齢者が主体

となって取り組む活動への参加者や担い手の高齢化や固定化が進んでいるなど、今後の

展開において課題があります。また、高齢化、核家族化の進行に伴い、高齢者のみの世

帯も増加すると見込まれるため、配食サービスの提供なども検討する必要があります。 

 

 
4 もしもの時のために、本人が望む医療やケアについて前もって考え、家族や医療・ケアチームと繰り返し話し
合って共有する取組。厚生労働省ではより馴染みやすい言葉となるよう「人生会議」という愛称で普及・啓発を
進めている。 
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＜住まい＞安心して暮らせる環境の整備 

サービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホームに対し特定施設の指定を促すなど、高

齢者が安心して居住できる多様な住まいの確保に努めました。また、民間事業者とも協

力しながら、誰もが安心して利用できる交通手段の確保を図っています。このほか、防

災訓練や自主防災組織への補助事業、消費者被害防止のための啓発事業、交通安全教室

の開催等を行っています。 

 

＜介護＞介護保険サービスの充実による安心基盤づくり 

介護保険サービスの充実に向けて、計画に沿って各種サービスの確保を図っています

が、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護、地域密着型介護老

人福祉施設に係る公募には事業所からの応募がありません。 

また、外国人介護人材の受入れ支援体制の整備については、現在も検討を進めていま

す。福祉サービスの需要が高まる中で、介護人材の確保は喫緊の課題となっており、事

業所等の意向も把握しながら、介護人材が働きやすい環境づくりに向けて取り組む必要

があります。 
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第４節 アンケート調査から見た本庄市の現状 

（１）調査の概要 

１．調査の目的 

本計画を策定するにあたり、市民を対象とする「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」

及び「在宅介護実態調査」、市内事業者を対象とする「次期高齢者福祉計画及び介護保険

事業計画策定に関する調査（事業者対象）」を実施しました。この調査は、本市における

高齢者福祉及び介護サービスの現状を把握することを目的としたものです。 

 

２．調査の実施概要 

調査の実施概要は次のとおりです。 

図表 調査の実施概要 

調査種別 対象者 配布数 調査方法 調査時期 

（１）介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査 

要介護認定を受けていない

65 歳以上の市民 
2,000 人 郵送 

令和４年

12 月 

（２）在宅介護実態調査 

要支援・要介護認定を受けて

いる市民（施設居住者を除

く）とその家族 

1,000 人 郵送 
令和４年

12 月 

（３）福祉団体・ボランテ

ィア団体・NPO 法人

等対象調査 

市内の福祉関係団体 257 団体 郵送 
令和５年

２月 

（４）ケアマネジャー対象

調査 
市内のケアマネジャー 30 事業所 

メールによ

る配布・Web

による回収 

令和５年

２月 

（５）在宅生活改善調査 
居宅介護支援事業所 

小規模多機能型居宅介護事業所 
33 事業所 

メールによ

る配布・回

収 

令和５年

３月 

（６）居所変更実態調査 施設・居住系サービス事業所 31 事業所 

メールによ

る配布・回

収 

令和５年

３月 

（７）介護人材実態調査 

小規模多機能型居宅介護事業所 

施設・居住系サービス事業所 

訪問系事業所 

通所系サービス事業所 

53 事業所 

メールによ

る配布・Web

による回収 

令和５年

３月 
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３．アンケートの回収実績 

アンケートの回収実績は次のとおりです。 

図表 回収実績 

調査種別 配布数 有効回収数 有効回収率 

（１）介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査 
2,000 人 1,288 人 64.4％ 

（２）在宅介護実態調査 1,000 人 520 人 52.0％ 

（３）福祉団体・ボランテ

ィア団体・NPO 法人

等対象調査 

257 団体 168 団体 65.4％ 

（４）ケアマネジャー対象

調査 
30 事業所（71 人） 39 人 54.9％ 

（５）在宅生活改善調査 33 事業所 23 事業所 69.7％ 

（６）居所変更実態調査 31 事業所 19 事業所 61.3％ 

（７）介護人材実態調査 53 事業所 27 事業所 50.9％ 
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（２）調査結果の概要（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

１．外出について 

外出の頻度についてたずねたところ、高齢になるにつれて「ほとんど外出しない」の

割合が高くなっており、85 歳以上では 23.5％となっています。 

図表 外出の頻度 
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外出する際の移動手段についてたずねたところ、「自動車（自分で運転）」や「徒歩」

が上位となっています。 

図表 外出する際の移動手段（全体／複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車運転免許の取得状況についてたずねたところ、男性では「持っており運転して

いる」が 84.3％を占めるのに対し、女性では 57.4％にとどまっています。また、高齢に

なるほど「持っていたが返納・失効した」、「今まで取得したことがない」の割合が高く

なっています。 

図表 自動車運転免許の取得状況 
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自動車運転免許を取得している人に対し、返納意向をたずねたところ、「今のところ返

納予定はない」が 80.5％となっています。85 歳以上でも「今のところ返納予定はない」

が 57.5％となっており、自動車が日常生活を送る上で欠かせないものとなっていること

がうかがえます。 

図表 自動車運転免許証の返納意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車運転免許を返納した場合の移動手段については、「自動車（人に乗せてもらう）」

が最も多く、次いで「タクシー」、「デマンド交通」などが多くなっているなど、自動車

への期待が高いことがうかがえます。 

図表 自動車運転免許を返納した場合の移動手段（全体／複数回答） 
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今後充実させてほしい移動支援については、「はにぽん号・もといずみ号の利便性の向

上」が最も多く、市の提供するデマンド交通への期待が高いことがわかります。 

図表 今後充実させてほしい移動支援（全体／複数回答） 
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２．社会参加・就労について 

グループ等への参加頻度についてたずねたところ、いずれの活動でも「参加していな

い」が５割以上を占めていますが、⑦ 町内会・自治会や③ 趣味関係のグループ、⑧ 収

入のある仕事、② スポーツ関係のグループは、比較的参加率が高くなっています。 

図表 グループ等への参加頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 グループ等への参加頻度 

単位：％ 

 
参加している 

（年数回以上の参加が

ある人の割合） 
参加していない 無回答 

① ボランティアのグループ 9.9 68.6 21.5 

② スポーツ関係のグループ 19.9 60.5 19.6 

③ 趣味関係のグループ 25.2 56.6 18.2 

④ 学習・教養サークル 7.2 69.5 23.3 

⑤ 介護予防のための通いの場 8.6 78.8 12.6 

⑥ シニアクラブ（老人クラブ） 5.4 73.0 21.7 

⑦ 町内会・自治会 27.6 52.3 20.0 

⑧ 収入のある仕事 23.8 56.4 19.8 
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地域活動への参加者としての参加意向については、「参加してもよい」が 48.1％、「是

非参加したい」が 9.2％と、半数以上が参加に意欲的な回答を寄せています。特に本庄西

地域と本庄南地域では「参加してもよい」が５割以上を占め、他の地区よりも高くなっ

ています。参加意欲があっても何らかの理由で参加できていない人も少なくないと考え

られることから、身近な地域にどのような活動があるか周知を図るとともに、参加意向

のある人が参加しやすくなるような工夫や多様な地域活動の場が求められます。 

図表 地域活動への参加者としての参加意向 
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今後の就労意向については、「働かずに趣味を楽しみたい」が 25.1％となっています。

一方で、「フルタイム・パートタイムの仕事をしたい」が 16.1％、「短時間で簡易な仕事

をしたい」が 6.9％となっており、何らかの就労を希望する人は全体の 23.0％となって

います。特に男性では就労意向がある人の割合が高く、合わせて 29.7％となっています。 

図表 今後の就労意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就労意向がある人に対し、介護施設等での就労についてたずねたところ、「簡易な仕事

であれば働きたい」が 44.3％となっています。 

図表 介護施設等での就労 
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３．健康状態について 

現在の健康状態についてたずねたところ、「とてもよい」と「まあよい」を合わせた“よ

い”が 76.6％を占めているのに対し、「あまりよくない」と「よくない」を合わせた“よ

くない”が 20.0％を占めています。高齢になるほど“よくない”の割合が高くなってお

り、健康状態に課題を抱える人が多くなることがわかります。 

図表 現在の健康状態 
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よくない 無回答

ｎ

1288

591

697

290

341

276

211

170

性
別

年
齢

全体
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現在治療中または後遺症のある病気については、「高血圧」が他を大きく引き離して最

も多くなっています。 

図表 現在治療中または後遺症のある病気（全体／複数回答） 
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４．認知症について 

自分あるいは家族に認知症の症状があるかたずねたところ、「はい」が全体の 8.6％を

占めています。比較的健康な人であっても、本人または周囲に認知症の症状がある人が

１割程度いることがうかがえます。 

図表 自分あるいは家族に認知症の症状があるか 

 

 

 

認知症に関する相談窓口を知っているかたずねたところ、「いいえ」は全体の 71.4％と

なっています。 

図表 認知症に関する相談窓口を知っているか 

 

 

 

 

認知症になった場合の希望する暮らし方については、「サービスと近所の協力も得て自

宅で生活したい」が 24.3％、「家族の介護だけで自宅で暮らしたい」が 21.0％と、自宅

での生活を希望する人が全体の４割以上を占めています。高齢になるにつれて自宅での

生活を希望する人の割合が高くなっています。 

図表 認知症になった場合の希望する暮らし方 
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５．介護が必要になった場合について 

人生の最期をどこで迎えたいかたずねたところ、「自宅」が 55.4％となっています。女

性に比べて男性の「自宅」の割合が高くなっているほか、高齢になるにつれて「自宅」

の割合が高くなっています。 

図表 人生の最期を過ごしたい場所 
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人生の最終段階の医療や介護についての話し合いについては、「話し合ったことがない」

が 58.9％となっています。 

図表 人生の最終段階の医療や介護についての話し合い 
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（３）調査結果の概要（在宅介護実態調査） 

１．主な介護者が不安に感じる介護 

現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者が不安に感じる介護についてたず

ねたところ、「日中の排泄」、「夜間の排泄」、「入浴・洗身」、「外出の付き添い、送迎等」、

「認知症状への対応」などが上位となっています。 

図表 要介護度別・介護者が不安に感じる介護 
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27.0%
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32.4%

0.0%
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8.1%

8.1%

10.8%

2.7%

20.1%

28.4%

14.9%

21.1%

4.6%

9.8%

10.3%

27.3%

7.7%

25.3%

3.6%

12.9%

11.3%

8.2%

6.7%

9.3%

2.6%

24.3%

32.9%

11.4%

22.9%

7.1%

7.1%

10.0%

30.0%

7.1%

24.3%

7.1%

15.7%

12.9%

7.1%

7.1%

10.0%

0.0%

0% 20% 40%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

要支援１・２(n=37) 要介護１・２(n=194) 要介護３以上(n=70)
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認知症自立度別 5に見ると、「認知症状への対応」に不安を抱えている介護者が多く、

特に自立度が低下すると不安に感じる人が多くなっています。また、「日中の排泄」や「夜

間の排泄」も、自立度が低下すると割合が高くなる傾向があることがわかります。これ

らをサポートするサービスの充実が、在宅での介護を継続させるために必要であると考

えられます。 

図表 認知症自立度別・介護者が不安に感じる介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
5 高齢者の認知症について、意思疎通の程度、見られる症状・行動に着目し、自立の程度を５区分にランク付け
し評価するもの。介護保険要介護認定の審査判定の参考として利用されている。 
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食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等
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認知症状への対応
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食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

自立＋Ⅰ(n=165) Ⅱ(n=115) Ⅲ以上(n=16)
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（４）調査結果の概要（地域団体対象調査） 

１．今後取り組みたい活動と課題 

今後取り組みたい活動については、「高齢者の生きがいづくりや健康づくりへの支援」

が最も多く、次いで「高齢者の居場所づくり」、「高齢者への声かけ・見守り・相談」など

となっています。 

図表 今後取り組みたい活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの活動に取り組む上での課題としては、「運営費の確保」や「スタッフ（リーダ

ーとなる人材）の不足」、「コロナ禍での活動の停滞」、「場所がない」などが多く挙げら

れています。 

 

 

63.7

51.2

49.4

26.8

26.2

16.1

14.9

13.1

12.5

6.5

0 10 20 30 40 50 60 70

高齢者の生きがいづくりや健康づくりへの支援

高齢者への声かけ・見守り・相談

高齢者の居場所づくり

災害時における高齢者への支援

地域包括支援センター等関係機関との連携

買い物や通院、通いの場などへの外出の支援

ゴミ出しや清掃などの簡易な家事の支援

認知症の方への対応・支援

その他

無回答

（％）n=168



40 

（５）調査結果の概要（ケアマネジャー対象調査） 

１．回答者の属性 

性別については、「女性」が 74.4％となっています。 

図表 性別 

 

 

 

 

 

年齢については、「50 代」が 38.5％、「60代」が 28.2％などとなっています。 

図表 年齢 

 

 

 

 

 

ケアマネジャーとしての経験年数については、「５年以上」が 84.6％となっています。 

図表 ケアマネジャーとしての経験年数 

 

 

 

 

 

 



41 

２．高齢者へのサービスについて 

ケアマネジャーの業務における課題については、「介護保険以外のサービスが少ない」

が最も多く、次いで「ケアプラン作成に時間がかかる」、「民生委員等地域との連携が足

りない」などとなっています。 

図表 ケアマネジャーの業務における課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定期巡回サービスをケアプランに組み込んだことが「ある」人は全体の 41.0％となっ

ています。 

図表 定期巡回サービスをケアプランに組み込んだことがあるか 

 

 

 

 

 

定期巡回サービスをケアプランに組み込む上での課題については、次のような意見が

寄せられています。 

 希望の時間帯とマッチングしない。 

 訪問看護や他のサービスを調整しづらい、できない。 

 訪問看護事業所のリハビリを入れたいが、包括料金になってしまうため受けても

らえない。 

 対応範囲が限られている。利用までに時間がかかる。 

 単位数が高く、他のサービスの提供に限りがある。短時間の訪問であり、食事づ

くり、掃除など生活援助はしてもらえない。月額包括報酬のため、デイサービス

を組み込む際週２回が限度。 
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高齢者の在宅生活を支えるためにあるとよいサポートについては、「外出の手伝い」が

最も多く、次いで「ゴミ出し」、「買い物」などとなっています。 

図表 高齢者の在宅生活を支えるためにあるとよいサポート（全体／複数回答） 
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外出の手伝い

ゴミ出し

買い物
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見守りが必要な人への声かけ

災害時の要援護者支援

食事の用意や掃除などの簡易な家事

相談機関・福祉施設の連携

悩み事の相談

散歩の付き添い

地域のパトロール

その他

特にない

無回答

（％）n=39
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（６）調査結果の概要（在宅生活改善調査等） 

１．在宅生活改善調査 

在宅生活の維持が難しくなっている理由について、本人の状態の視点で見ると、「必要

な身体介護の増大」が最も多く、次いで「認知症の症状の悪化」、「必要な生活支援の発

生・増大」などとなっています。要介護３以上の場合、「医療的ケア・医療処置の必要性

の高まり」が第３位となっています。 

図表 生活の維持が難しくなっている理由（本人の状態に属する理由／複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41.7%

63.0%

54.3%

30.7%

22.8%
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6.3%

0.0%

41.4%

54.3%

58.6%

18.6%

20.0%

0.0%
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73.7%

49.1%

45.6%

26.3%

1.8%

8.8%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

必要な生活支援の発生･増大

必要な身体介護の増大

認知症の症状の悪化

医療的ｹｱ･医療処置の必要性の高まり

その他､本人の状態等の悪化

本人の状態等の改善

該当なし

無回答

合計(n=127) 要支援1～要介護2(n=70) 要介護3～要介護5(n=57)
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在宅生活の維持が難しくなっている理由について、家族等介護者の視点で見ると、「介

護者の介護に係る不安・負担量の増大」が最も多くなっています。要介護３以上では「家

族等の介護等技術では対応が困難」、「その他、家族等介護者の意向等があるから」など

が上位となっています。 

図表 生活の維持が難しくなっている理由 

（家族等介護者の意向・負担等に属する理由／複数回答） 
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介護者の介護に係る不安･負担量の増大
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利用を望まないから

家族等の介護等技術では対応が困難
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その他､家族等介護者の意向等があるから

該当なし

無回答

合計(n=127) 要支援1～要介護2(n=70) 要介護3～要介護5(n=57)



45 

２．介護人材実態調査 

過去１年間の介護職員の職場の変化については次のとおりです。 

図表 過去１年間の介護職員の職場の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護職員の性別・年齢を見ると、女性の割合が高く、30代から 60代が高い割合を占め

ています。70 歳以上で就労している女性は全体の 7.5％を占めており、高齢者が活躍し

ていることがわかります。 

図表 性別・年齢別の雇用形態構成比 
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男性（正規職員） 男性（計） 女性（正規職員） 女性（計）
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第５節 高齢者福祉における課題 

本市における高齢者を取り巻く環境の変化や市民のニーズ、介護保険制度の改正等を

踏まえ、本計画における課題を次のとおり整理します。 

 

（１）健康寿命の延伸と介護予防の推進 

「健康」であることは、すべての市民の願いの一つです。心身ともに健やかであるこ

とは個人の QOL6の向上に寄与します。平均寿命や健康寿命の延伸が続く一方で、平均寿

命と健康寿命の差（＝介護を必要とする期間）は、男性９年程度、女性 12年程度と、平

成 13（2001）年以降、短縮は見られません。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 7でも、現在の健康状態について“よくない”と感

じている人が 20.0％と、日常的な介助をあまり必要としていない人であっても、５人に

１人は健康状態に不安を感じていることがうかがえます。 

高齢者人口の増加に伴って要支援・要介護認定者数も増加しており、今後も当面の間

は継続して増加することが見込まれていることから、何らかの健康課題を抱える人や介

護サービスのニーズは増大していくことが見込まれ、高齢者の医療や介護にかかる費用

の増大は不可避と考えられます。 

また、平均寿命が過去最高を更新し続ける中で、すべての高齢者が自らの知識や経験、

スキルなどを生かし、社会との関わりを持ち続けるためには、地域における趣味活動や

ボランティアなどの社会貢献活動の活性化が求められます。 

個人の QOL の向上と、介護保険制度の持続性の確保を同時に図るためには、市民一人

ひとりが自らの心身の健康状態について関心を高め、継続的に健康づくりや介護予防に

取り組んでもらえるような取組が必要となります。 

 

（２）認知症の予防・共生のための取組の強化 

認知症有病者数は令和７（2025）年に全国で 700 万人を超えると推計されており、令

和元（2019）年６月に閣議決定された認知症施策推進大綱では、「認知症の発症を遅らせ、

認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し、認知症の人や家族の

視点を重視しながら『共生』と『予防』を車の両輪として施策を推進する」と定めてい

ます。 

また、令和５（2023）年６月には「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が

成立しました。この法律では、市町村において「認知症施策推進計画」の策定が努力義

 
6 Quality Of Life の略。「生活の質」または「人生の質」と訳される。一人ひとりの人生の内容の質や社会的に
みた生活の質のこと。 
7 要介護認定を受けていない市民を対象に実施したアンケート。詳細は第２章第４節に記載されている。 
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務とされています。国が策定する「認知症施策推進基本計画」や埼玉県が策定する「認

知症施策推進計画」を踏まえつつ、今後増加が見込まれる認知症高齢者やその家族が不

安なく生活できるよう、市民に対する認知症への理解と啓発を推進するとともに、地域

で見守る体制の強化が求められます。 

また、介護予防と同様に関係機関と連携しながら、運動・栄養・口腔・社会参加など幅

広い視点で認知症予防に資する可能性のある取組を推進し、引き続き早期発見・早期対

応に努めていく必要があります。 

 

（３）介護サービスの持続的な提供と介護人材の確保・定着 

第６期計画以降、本市においては、住み慣れた地域で可能な限り最後まで暮らし続け

ることができる地域包括ケアシステムの構築及び深化・推進に努めてきました。今後も、

介護サービスを必要とする市民が、それぞれの状況に合わせた適切なサービスを受けら

れる環境を維持していく取組を進めていく必要があります。特に、自宅での生活を維持

していくためには、訪問系サービスの確保・充実のみならず、家族介護者の負担・不安

を軽減させる取組が不可欠です。 

いずれのサービスについても、現役世代の人口が減少していくため、サービスを支え

る人材の確保がますます困難になると見込まれています。介護サービス事業者が安定的

に事業を継続できるよう、就労環境の改善、生産性の向上、介護人材の確保及び定着を

図っていく必要があります。 

 

（４）身近な地域における支え合い機能の強化 

少子高齢化や核家族化の進行、単身世帯の増加、プライバシー意識の高まり等を背景

とした価値観の多様化等によって地域社会を取り巻く環境は大きく変化しています。 

高齢者福祉においても、今後もひとり暮らし高齢者や高齢夫婦世帯等の増加が見込ま

れることから、身近な地域における見守りや声かけ、地域の特性に合わせた支え合いを

更に進めていく必要があります。本庄市地域福祉計画等と整合性を図りながら、高齢者

が時に支える側として活躍できる環境づくりを引き続き進めていくことが求められます。 
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第３章 計画の基本理念と基本的方向 

第１節 計画の基本理念と施策体系 

本計画では、第８期計画までの考え方を継承しつつ、地域包括ケアシステムの更なる

深化・推進を図るため、「みんなで支え合い、健やかにいきいきと暮らせるまち」を基本

理念に定めます。また、５つの部門別方針を設定し、高齢者の福祉に係る施策の総合的

な推進を図ります。 

また、本計画の基本理念は、「本庄市地域福祉計画」の基本理念「みんなで支えあう 思

いやりのあるまち 本庄～安心と共生のまちづくり～」の実現に、高齢者福祉の観点か

ら寄与することを願うものです。 

 

計画の基本理念 

みんなで支え合い、健やかにいきいきと暮らせるまち 

 

５つの部門別方針 

 〔予防〕健康寿命の延伸と生きがいづくりの推進 

 〔医療〕在宅医療・認知症ケアの推進 

 〔生活支援〕高齢者が地域で暮らす体制づくり 

 〔住まい〕安心して暮らせる環境の整備 

 〔介護〕介護保険サービスの充実による安心基盤づくり 
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図表 施策体系 

基本 
理念 

  部門別方針   施策の展開 

       

み
ん
な
で
支
え
合
い
、
健
や
か
に
い
き
い
き
と
暮
ら
せ
る
ま
ち 

     （１）介護予防の推進と健康づ

くり施策との連携強化      

  〔予防〕 

健康寿命の延伸と生きがいづくりの推進 

  
（２）生きがいづくりの推進 

    

     
（３）社会参加の促進 

     
      
     

（１）在宅医療・介護連携の推進 
     

  〔医療〕 

在宅医療・認知症ケアの推進 

  
（２）看取り介護への対応 

    

     
（３）認知症関連施策の充実 

     
      
     （１）生活支援サービスの体

制整備      

     
（２）在宅生活の支援 

     

  〔生活支援〕 

高齢者が地域で暮らす体制づくり 

  
（３）家族介護者への支援 

    

     （４）支え合いの地域づくり

の推進      

     （５）成年後見制度の利用 

促進に向けた取組      
      
     

（１）多様な住まい方の支援 
     

  〔住まい〕 

安心して暮らせる環境の整備 

  （２）高齢者にやさしいまち

づくりの推進     

     
（３）防犯・防災対策の推進 

     
      
     （１）介護保険サービス基盤

の整備      

     
（２）サービスの質の向上 

     

  〔介護〕 

介護保険サービスの充実による 

安心基盤づくり 

  
（３）情報提供・相談体制の充実 

    

    
（４）低所得者対策の推進 

     

     
（５）介護人材の確保 
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第２節 日常生活圏域の設定 

日常生活圏域とは、高齢者が地域において安心して日常生活を営むことができるよう

にするために、地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件、介護給付等対象サービ

スを提供するための施設の整備状況その他の条件を総合的に勘案して定める圏域です。

これは市町村が高齢者福祉施策や介護保険事業という公的サービスの提供を展開してい

く区域となります。 

本市の日常生活圏域については、これまでの計画と同様、本庄西地域、本庄東地域、

本庄南地域、児玉地域の４つの圏域を設定し、地域のニーズに合った適切なサービス提

供体制の充実を図ります。 

図表 本庄市の日常生活圏域 
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第４章 施策の展開 

第１節 〔予防〕健康寿命の延伸と生きがいづくりの推進 

（１）介護予防の推進と健康づくり施策との連携強化 

健康は、多くの人が持つ普遍的な願いです。平均寿命の延伸に伴い、健康寿命も延伸

しています。高齢者が地域においてできる限り自立した日常生活を送ることができるよ

う、介護予防を推進します。 

地域において、住民主体の活動的で継続的な通いの場を拠点に、疾病予防･重症化予防

に係る保健事業と、運動、口腔、栄養等のフレイル（虚弱）対策を含む介護予防の一体

的な実施に向けて必要な体制の検討・構築を図り、更に効果的な予防･健康づくりを推進

します。 

介護予防に関する事業を効率的・効果的に実施するため、保険者機能強化推進交付金

等を活用しつつ、PDCA サイクルに沿った評価・改善に取り組むとともに、医師会や関係

機関等とも連携して、通いの場への専門職の派遣や必要な受診勧奨、保健指導を行いま

す。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

健康寿命（65 歳健康寿命）8の

延伸 
年 

男性 17.43 

女性 20.72 
   

はにぽん筋力トレーニング 

参加者数（延べ人数） 
人 33,070 34,300 34,600 34,900 

サポーター養成講座受講者数 9 人 1,861 1,950 2,000 2,050 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 各種検診の実施と受診勧奨 

がんの早期発見・がんによる死亡率の低下を

目的として、各種がん検診を実施します。また、

がん検診の受診率の向上を図るため、ホームペ

ージや広報等で、がん検診を受診することの重

要性や検診日程の情報を掲載するほか、郵送に

よる個別受診案内を行います。 

また、対象年齢の市民に対し、骨粗しょう症

検診、歯周疾患検診の受診勧奨を行います。 

健康推進課 

 
8 埼玉県「地域別の健康情報」による。 
9 介護予防サポーター、生活支援サポーター、認知症サポーターの各養成講座受講者数の合計。 
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取組 事業内容 担当課等 

② はにぽん筋力トレーニング

の開催 

筋力の低下や転倒を予防するために、簡単で

無理のない筋力トレーニングを行います。自主

グループの育成を推進し、事業の拡大を図りま

す。 

高齢者福祉課 

③ サポーター養成講座の開催 

地域において活躍する介護予防サポーター

（はにぽん筋力トレーニング）、生活支援サポ

ーター、認知症サポーターの養成を促進し、地

域での自主活動を促進します。 

高齢者福祉課 

④ 介護予防把握事業 

見守り活動などを行う地域住民や団体等と

協力して、閉じこもり等何らかの支援を必要と

する高齢者を早期に把握し、介護予防活動につ

なげます。 

高齢者福祉課 

⑤ 介護予防普及啓発事業 

介護予防に資する知識の普及のため、広報や

ホームページ、動画等を活用するとともに、運

動、栄養、口腔等に関する講座や研修会の開催

を行います。 

高齢者福祉課 

⑥ 地域介護予防活動支援事業 

地域における住民主体の通いの場等の活動

を支援するため、はにぽん筋力トレーニング教

室等通いの場の立ち上げ支援やフレイル予防

教室、あたまとからだの健康教室等を開催し、

介護予防を推進します。 

高齢者福祉課 

⑦ 一般介護予防事業評価事業 

様々な介護予防事業について、その有効性や

必要性を検証評価して、介護予防の効果的・効

率的な取組の推進を図ります。 

高齢者福祉課 

⑧ 地域リハビリテーション活

動支援事業 

理学療法士等が講師となるいきいき教室の

開催や、はにぽんお口の健康体操など、専門職

と連携した介護予防の取組を推進します。 

高齢者福祉課 

⑨ 介護予防ケアマネジメント 

支援が必要な高齢者の状態や環境に応じて、

訪問型サービス、通所型サービス、その他生活

支援サービスや一般介護予防事業等を組み合

わせ、適切なサービスが包括的かつ効果的に提

供されるよう、地域センターにより必要な援助

を行います。市は、地域包括支援センターと協

力して、サービスの適切な利用を促進し、介護

予防を支援していきます。 

高齢者福祉課 

⑩ 保健事業と介護予防の一体

的な実施に向けた体制の整

備 

保健事業と介護予防の一体的な実施に向け

て、担当課による協議を行い、国保データベー

ス（KDB）システム等を活用した事業の実施に取

り組みます。 

保険課 
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（２）生きがいづくりの推進 

高齢者のニーズを捉えながら、講座・イベントの開催、市民総合大学・シニアクラブ

（老人クラブ）の活性化、こどもたちとの世代間交流などを図り、高齢者の活動の場を

拡大することにより、健康づくりとともに、生きがいづくりを推進します。 

また、高齢者サロン等の住民主体の通いの場における、仲間づくり、生きがいづくり、

健康づくりや支え合いの輪を広げる活動等を支援し、通いの場に参加する高齢者が更に

増加するよう利用の促進を図ります。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

市民総合大学申込者数（65 歳

以上） 
人 439 460 470 480 

公民館事業の延べ参加者数 人 4,737 4,750 4,800 4,850 

老人福祉センターの利用者数 人 10,059 10,200 10,200 10,300 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 市民総合大学の充実 

市民総合大学の開催にあたり、あらゆる世代

が希望するすべての講座に申し込みができる

よう努めます。 

生涯学習課 

② 公民館事業の充実 

公民館事業では、健康講座や介護予防講座の

ほか、趣味の講座等多彩な講座を開催し、高齢

者とこれから高齢者になる人の健康増進と生

きがいづくりを推進します。 

生涯学習課 

③ 生涯学習関係団体との連携 

市内の文化団体や教育機関、NPO 法人などと

連携を深め、多彩な内容の講演会や講座を開催

します。 

生涯学習課 

④ 高齢者スポーツの推進 

年代により多様な高齢者のニーズを把握し

つつ、関係課と連携して健康増進を目的に、「市

民一人１スポーツ」の実現に取り組みます。 

スポーツ推進課 
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取組 事業内容 担当課等 

⑤ 老人福祉センターの活用 

指定管理者のノウハウを生かし、高齢者向け

の各種事業を実施することで、高齢者の健康づ

くり・生きがいづくりの拠点として、施設利用

を促進します。 

高齢者福祉課 

⑥ シニアクラブ連合会（老人

クラブ連合会）の活動支援 

シニアクラブ連合会と単位老人クラブの活

動を支援し、高齢者の健康づくり・生きがいづ

くりを促進します。 

団塊の世代を中心とした高齢者が、魅力を感

じて参加したくなる事業や活動を企画・実施す

ることにより新規会員の加入を促進します。 

高齢者福祉課 

⑦ 保育所世代間交流事業 

公立保育所を利用しているこどもが保護者

や祖父母と参加する行事を通じて、世代間の交

流を図ります。 

保育課 

⑧ 通いの場への支援 

通いの場における高齢者の生きがいづくり・

健康づくりを促進するため、各種情報の提供

や、他団体との連携・交流等を支援します。 

通いの場に参加したくても何らかの理由で

参加できない高齢者への支援について検討し

ます。 

高齢者福祉課 
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（３）社会参加の促進 

現役世代が減少し、高齢者の大幅な増加が見込まれる中、高齢者が生きがいや役割を

持ちながら積極的に社会参加していくことは、生涯現役の願いを叶えるためにも重要で

す。 

NPO法人やボランティア団体等、市民の主体的な活動を支援するとともに、市民がコミ

ュニティ活動に参加しやすい環境をつくります。また、高齢者がそれぞれの経験やスキ

ルを生かしながら、身近な地域で活躍することができるよう、生活支援コーディネータ

ーによる資源開発やマッチングを行うとともに、シルバー人材センターの周知と登録者

数の増加に取り組みます。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

シルバー人材センター会員数 人 469 500 510 520 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① シルバー人材センターへの

支援 

シルバー人材センターの運営費を補助して

業務の充実を図り、高齢者の就労を支援しま

す。 

高齢者福祉課 

② 多様な就労の促進 

ハローワーク（公共職業安定所）や埼玉県と

連携し、高齢者雇用の啓発強化を図ります。 

ハローワークや埼玉県発行の中高年向け就

労支援情報に関する資料を市の関係施設に設

置し、広く周知を行います。 

商工観光課 

③ 地域のボランティア活動の

支援 

シニアクラブ（老人クラブ）等の地域団体の

ボランティア活動を支援します。 
高齢者福祉課 

④ ボランティアポイント制度

に関する検討 

元気高齢者の介護分野への参加促進や、ボラ

ンティア活動の活性化のため、ボランティアポ

イントの導入について検討します。 

高齢者福祉課 
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第２節 〔医療〕在宅医療・認知症ケアの推進 

（１）在宅医療・介護連携の推進 

後期高齢者人口の増加に伴い、医療と介護の両方のニーズを有する人も多くなります。

医療や介護を必要とする状態であっても、在宅での生活を希望する人は多く、住み慣れ

た地域で望む生活を続けられるよう、医療・介護の関係者が在宅生活を希望する高齢者

一人ひとりの身体や生活の状況を共有しつつ、連携してサービスを提供する体制が不可

欠です。 

今後も、在宅で医療や介護を受けられる環境の整備を図ります。また、医療ニーズと

介護ニーズを併せ持つ高齢者を地域で支えるため、多職種による連携体制の整備を図り

ます。往診ニーズへの対応や退院後の在宅復帰に向けた関係者の連携強化など、医療現

場との密接な連携が不可欠な「切れ目のない在宅医療と介護保険サービスの提供体制の

構築」や、「在宅医療・介護連携に関する相談支援」については、本庄市児玉郡医師会や

本庄市児玉郡歯科医師会などと協力しながら推進します。 

このほか、本人が可能な限りストレスなく自分らしい最期を迎えるための看取り介護

のニーズへの対応や、認知症の人に対する医療･介護面での支援の充実に取り組みます。 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 在宅医療・介護連携推進協

議会の開催 

医療・介護・福祉の関係機関代表者で構成さ

れる在宅医療・介護連携推進協議会において、

医療・介護の資源把握、課題抽出と対応策の検

討、切れ目のない在宅医療及び介護の提供体制

の構築、介護・医療関係者の情報共有の支援、

在宅医療・介護連携に関する相談支援などを検

討します。 

高齢者福祉課 

② 在宅医療連携拠点の運営 

本庄市児玉郡医師会や児玉郡内の３町と連

携して、医療・介護関係者からの相談窓口を設

置し、相談支援体制を充実します。 

高齢者福祉課 

③ 医療・介護関係者の定期的

な研修・意見交換 

医療・介護等の関係者の連携を更に推進する

ため、多職種による意見交換や研修会の開催を

支援します。 

高齢者福祉課 

④ 地域包括支援センターの活

用 

地域包括支援センターに在宅医療・介護連携

推進事業の相談員を配置して、相談支援体制を

充実します。 

高齢者福祉課 

⑤ 在宅医療に必要なサービス

の整備 

地域密着型サービスの定期巡回・随時対応型

訪問介護看護など、在宅医療に必要なサービス

の整備に努めます。 

介護保険課 
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（２）看取り介護への対応 

高齢者が望む場所で自分らしい最期を迎えることができるよう、看取り介護の体制の

更なる強化に取り組みます。 

命の危険が迫った状態になると、約 70％の人が医療・ケアなどを自分で決めたり、望

みを人に伝えたりすることができなくなると言われています。自らが希望する医療・ケ

アを受けるために、大切にしていることや望んでいること、どこで、どのような医療・

ケアを望むかを普段から自分自身で考え、周囲の信頼する人たちと話し合い、共有する

ことが大切であることから、ACP（アドバンス・ケア・プランニング「人生会議」）の普

及・啓発活動を推進します。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

在宅医療（ACP 含む）に関する

普及啓発講座等受講者数 
人 4,261 4,300 4,330 4,360 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① ACP「人生会議」の普及啓発 

ACP「人生会議」の取組は、個人の主体的な行

いによって考え、進めるものであることを基本

姿勢として、市民に向けた情報提供等により普

及啓発に取り組みます。 

高齢者福祉課 
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（３）認知症関連施策の充実 

厚生労働省は、「認知症施策推進大綱」（令和元（2019）年６月）において、「認知症の

発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し、認知

症の人や家族の視点を重視しながら、『共生』と『予防』を車の両輪として施策を推進し

ていく」ことを基本的な考え方と定め、認知症の人への支援を行っています。 

本市においても、認知症や認知症の人への理解を拡大するとともに、認知症の人が自

らの意見を発信し、その権利や財産が守られ、安心して生活できる環境を創出していき

ます。教育等の他分野とも連携して、様々な機会を活用して地域全体に向けた認知症に

関する知識の普及啓発を推進します。 

また、認知症の人とその家族が安心して地域で暮らせるように、認知症地域支援推進

員が中心となって医療機関や介護サービス、地域の支援機関等とのネットワーク形成と

支援体制の構築を行い、地域の認知症の人に対するケアの向上を図るとともに、認知症

の人の悩みや生活支援ニーズ等と認知症サポーターを中心とした支援者をつなぐ仕組み

づくりを進めます。 

高齢者等が身近に通える多様な「通いの場」を拡充するとともに、認知症予防に向け

た取組や、軽度認知障害（MCI）という認知症になる一歩手前の段階にある人を早期発見

し医療機関への受診につなげるなどの早期発見･早期対応の質の向上・連携強化などによ

り、認知症の予防に資すると考えられる取組を推進します。若年性認知症の人も含めて、

認知症になっても生活しやすい環境づくりや、社会参加活動を推進します。判断能力の

低下した高齢者の権利や財産を保護するため、弁護士会、司法書士会、社会福祉会をは

じめ、社会福祉協議会や NPO 法人、関係機関と連携し、成年後見制度の利用促進を図り

ます。このほか、地域包括支援センターが行う権利擁護事業において相談体制の充実に

取り組みます。 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 認知症の早期発見・早期対

応 

認知症初期スクリーニングシステムの普及・

啓発を図るとともに、認知症の見守りネットワ

ークを通じて、認知症の人やその可能性がある

人を可能な限り早く把握し、必要な支援やサー

ビスにつなげる体制を整備します。 

高齢者福祉課 

② 認知症初期集中支援事業 

認知症の早期診断・早期対応のため、認知症

初期集中支援チームが、認知症の人やその可能

性のある人、その家族に対して集中的な支援を

行います。 

高齢者福祉課 
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取組 事業内容 担当課等 

③ 認知症地域支援・ケア向上

事業 

地域包括支援センターに認知症地域支援推

進員を配置し、認知症ケアパスの普及や家族支

援など、認知症の容態の変化に応じた医療・介

護等の連携強化等による支援体制の構築と認

知症ケアの向上を図ります。 

高齢者福祉課 

④ 認知症の人を見守るネット

ワークの構築 

市や医療・介護・福祉の関係者、民生委員や

認知症サポーターをはじめとする地域の人や

団体が連携し、認知症の人やその可能性のある

人を地域ぐるみで見守るネットワークを構築

します。 

地域福祉課 

高齢者福祉課 

⑤ 認知症サポーターの養成講

座の開催と認知症の人やそ

の家族のニーズと支援をつ

なぐ仕組みの整備 

認知症に関する正しい知識と理解を持ち、認

知症の人やその家族に地域でできるだけの支

援をする認知症サポーターを養成します。 

コーディネーターを配置し、認知症の人や家

族のニーズと認知症サポーターを中心とした

支援者をつなぐ仕組みを整備します。 

高齢者福祉課 

⑥ 徘徊高齢者や家族への支援 

徘徊高齢者やその家族への支援として、認知

症の人の居場所が不明になった時に早期発見・

保護を行うための「徘徊高齢者探知事業」・「徘

徊高齢者見守り事業」を行っています。 

本事業が必要な人や家族に利用してもらえ

るよう周知・啓発に努めます。 

高齢者福祉課 

⑦ 徘徊高齢者等 SOS ネットワ

ークに基づく高齢者の見守

り 

徘徊により行方不明となった高齢者等の早

期発見・保護等を行うため、県・警察等の関係

機関と連携して対応します。 

高齢者福祉課 

⑧ 権利擁護が必要な高齢者の

把握 

権利擁護が必要な高齢者を把握するため、自

治会、民生委員などの高齢者見守りの協力者、

市内を巡回するガス・電気事業者、生活協同組

合などの民間事業者などとネットワークを構

築します。 

福祉の総合相談窓口との連携など、より実効

性の高い体制の整備に努めます。 

地域福祉課 

生活支援課 

⑨ 高齢者の権利擁護の啓発 

高齢者の権利擁護の大切さや、認知症への理

解、高齢者虐待の問題などについて、広報やホ

ームページの活用、パンフレットの配布などで

地域住民に普及啓発します。 

生活支援課 

⑩ 成年後見制度の利用促進 

判断能力の低下した人の権利を擁護するた

め、本庄市社会福祉協議会や NPO 法人、関係機

関と連携し、成年後見制度の適切な利用を促進

します。 

地域福祉課 
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取組 事業内容 担当課等 

⑪ 成年後見サポートセンター

における相談と利用支援 

成年後見サポートセンター（本庄市社会福祉

協議会へ委託）において、成年後見制度に関す

る相談に対応するとともに、情報提供・広報及

び啓発等を行います。 

地域福祉課 

⑫ 法人成年後見事業 10 

高齢者などの権利擁護を図るため、成年後見

人、保佐人または補助人となり、判断能力が不

十分な高齢者の保護・支援を行います。 

権利擁護が必要な人に適切な支援が届くよ

う、受任体制の強化や職員の専門性の向上、後

見支援員等の事業の担い手の育成に取り組み

ます。 

社会福祉協議会 

⑬ あんしんサポートねっと

（福祉サービス利用援助事

業） 

判断能力の不十分な高齢者や知的障害・精神

障害のある人などが、安心して生活が送れるよ

うに、定期的に訪問し、福祉サービスの利用や

暮らしに必要なお金の出し入れのサポートを

します。 

社会福祉協議会 

 

 

 
10 法人成年後見事業は市内法人も実施しています。 
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第３節 〔生活支援〕高齢者が地域で暮らす体制づくり 

（１）生活支援サービスの体制整備 

地域で不足するサービスの担い手の養成やサービスの提供主体間のネットワークの構

築など、多様なサービスを提供できる体制整備を図ります。民間事業者とも協力しなが

ら、生活課題を抱える高齢者がより生活しやすい環境を創出します。 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 生活支援体制整備事業の推

進 

買い物、通院、サロン等への外出、ゴミ出し

や日頃の声かけ等のニーズに対して、地域の助

け合いの中での支援や課題解決、また多様な通

いの場の創設等が行われるよう、生活支援コー

ディネーターを配置し、生活支援体制整備協議

体の活動を支援するとともに、ボランティア等

による支援環境の整備に取り組みます。 

高齢者福祉課 

② 民間事業者との連携による

支援体制の整備 

地域の民間事業者と連携して、移動販売や買

い物、配食サービス、移動支援など、高齢者の

暮らしを支えるサービスの提供体制の整備に

取り組みます。 

高齢者福祉課 
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（２）在宅生活の支援 

介護事業所が提供するサービスのみならず、NPO法人や民間事業者、ボランティアなど

地域の多様な主体を活用して、地域ニーズに合った生活支援サービスを介護予防・日常

生活支援総合事業 11へ移行または創出し、高齢者の在宅生活を支援します。生活支援コ

ーディネーター等を通じて把握された地域のニーズや資源を踏まえて、事業を行う主体

の確保に取り組みます。 

買い物弱者への支援として、介護予防・日常生活支援総合事業による移送サービスと

ともに、これらのサービスの対象外となっている市民を対象とした支援策の実現に向け

て検討していきます。 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 訪問介護（事業者指定） 

訪問介護員による身体介護・生活援助が必要

な人にサービスを提供します。介護保険事業者

をサービス提供者に指定して実施します。 

高齢者福祉課 

介護保険課 

② 訪問型サービスＡ 

掃除、買い物、洗濯などの生活援助サービス

で、事業者指定による訪問介護の基準を緩和し

たサービスです。シルバー人材センターや NPO

法人、民間事業者をサービス提供者に指定また

は委託して実施します。 

高齢者福祉課 

③ 訪問型サービスＢ 

生活援助サービスで、住民主体の自主活動と

して行うもので、サービス提供団体の拡大に取

り組みます。 

高齢者福祉課 

④ 訪問型サービスＣ 

保健・医療の専門職により提供される３～６

か月の短期間で行われるサービスです。支援が

必要な人の居宅に専門職が訪問し、必要な相

談・指導などを実施します。 

高齢者福祉課 

⑤ 訪問型サービスＤ 

通院などをする場合における送迎前後の付

き添い支援や、通所型サービスなどの送迎を住

民主体の自主活動として行うもので、サービス

提供団体の拡大に取り組みます。 

高齢者福祉課 

⑥ 通所介護（事業者指定） 

要支援者等が介護予防を目的として施設に

通い、入浴、排泄、食事の介助など、日常生活

上の支援及び機能訓練を行うものです。介護保

険事業者をサービス提供者に指定して実施し

ます。 

高齢者福祉課 

介護保険課 

 
11 市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実すること
で、地域の支え合い体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目
指すもの。 
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取組 事業内容 担当課等 

⑦ 通所型サービスＡ 

運動やレクリエーションを中心としたミニ・

デイサービスで、事業者指定による通所介護の

基準を緩和したサービスです。NPO 法人や民間

事業者をサービス提供者に指定または委託し

て実施します。 

高齢者福祉課 

⑧ 通所型サービスＢ 

身近な地域に体操や運動などの活動場所を

設置するもので、住民主体の自主活動として行

うものです。 

高齢者福祉課 

⑨ 通所型サービスＣ 

保健・医療の専門職により提供される３～６

か月の短期間で行われるサービスです。専門職

が生活行為の改善を目的とした効果的な介護

予防プログラムを実施します。 

高齢者福祉課 

⑩ 栄養改善を目的とした配食 

栄養改善を目的とした配食を行う介護予防・

日常生活支援総合事業です。支援が必要な人に

民間事業者等に委託して実施します。 

高齢者福祉課 

⑪ 住民ボランティアなどが行

う見守り 

定期的な安否確認や緊急時の対応を介護予

防・日常生活支援総合事業として行うもので

す。ボランティアによる一般見守り活動と連携

して事業を推進します。 

高齢者福祉課 

⑫ 訪問型・通所型サービスの

一体的提供 

高齢者の状態に合わせて、訪問型サービスと

通所型サービスを組み合わせて生活支援を行

い、高齢者の多様なニーズに対応します。 

高齢者福祉課 

⑬ 高齢者生活支援短期入所事

業（ショートステイ） 

介護者が疾病などにより一時的に家庭で介

護することが困難になり、家庭で生活できない

高齢者を、養護老人ホームなどで預かって日常

生活を支援します。 

レスパイトケア 12としての機能を果たすサー

ビスとして、事業の周知に努めます。 

高齢者福祉課 

⑭ 緊急通報システム事業 

ひとり暮らしの慢性的な疾患を持つ高齢者

が、症状の急変等で援助が必要になった時に援

助を求めるための事業です。自宅で安心して過

ごせるよう、事業の周知と適切な実施に努めま

す。 

高齢者福祉課 

⑮ 高齢者入浴料助成事業 

入浴設備がないまたは故障などにより使用

できない住居に居住している市民税非課税世

帯の高齢者に入浴券を発行し、高齢者の心身の

健康の保持に努めます。 

高齢者福祉課 

 
12 介護者が一時的に介護を離れてリフレッシュできるようにするためのサービスを指す。 
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取組 事業内容 担当課等 

⑯ 福祉電話設置 

電話を持たない単身高齢者等に対して福祉

電話を貸与することにより孤独感を和らげ、コ

ミュニケーションなどの手段とし、安否確認を

行うなどを目的とした事業です。事業の周知と

適切な実施に努めます。 

高齢者福祉課 

⑰ 要介護高齢者訪問理美容サ

ービス事業 

理美容院へ行くことが困難な在宅の要介護

高齢者に対して、理容師・美容師が居宅を訪問

して理美容サービスを提供することにより在

宅での介護を支援する事業です。事業の周知と

適切な実施に努めます。 

高齢者福祉課 
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（３）家族介護者への支援 

令和２（2020）年３月に施行した「埼玉県ケアラー支援条例」に基づき、埼玉県と連携

して家族介護者・ケアラー13を支える体制づくりに取り組みます。家族介護者・ケアラー

の身体的・経済的・心理的な負担を軽減するための支援を充実します。 

支援が必要な時に、適切な支援が受けられるよう情報内容や提供方法を工夫します。

また、介護離職防止の観点からは、関係部署と連携した職場環境の改善に関する普及啓

発等に取り組みます。 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 介護者リフレッシュ事業 

高齢者を介護している人を対象に介護者相

互の交流会などを実施して、心身の元気回復

（リフレッシュ）を図ります。 

より多くの人に参加してもらえるよう、活動

内容の工夫と事業の周知に取り組みます。 

高齢者福祉課 

② 要介護者紙おむつサービス

事業 

要介護４または５に認定されている在宅の

要介護者で失禁の状態にある人を対象に紙お

むつなどを支給しています。今回、国の方針で

は、市町村特別給付等への移行を含めた事業の

廃止・縮小に向けた取組を着実に実行すること

とされています。この方針を踏まえつつ、市町

村特別給付等への移行を含め、事業の継続に向

けて検討していきます。 

高齢者福祉課 

③ 要介護高齢者介護手当支給 

要介護４または５に認定されている 60 歳以

上の在宅の要介護者と同居し、常時介護してい

る人１人に月額８千円の手当を支給していま

す。事業の周知と適切な実施を図ります。 

高齢者福祉課 

④ 家族介護慰労金支給 

要介護４または５に認定されてから１年以

上経過し、過去１年間介護保険サービスを受け

ていないなどの要件に該当する人を介護して

いる家族に対し、年額 10 万円を支給します。

事業の周知を図るとともに、適切な支援につな

がるよう努めます。 

高齢者福祉課 

 

 

 
13 高齢、身体上または精神上の障害または疾病等により援助を必要とする親族、友人その他の身近な人に対し
て、無償で介護、看護、日常生活上の世話その他の援助を提供する者。 
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（４）支え合いの地域づくりの推進 

自治会などが開催しているサロンや、見守り、外出支援などの生活支援サービスの提

供を通じて、地域の支え合い活動を推進するとともに、高齢者がその活動の担い手とし

て活躍していくことを推進します。 

本庄市社会福祉協議会へ財政的支援を行うことによって、本庄市社会福祉協議会が実

施する支えあいの地域づくりに関する事業を推進します。 

自治会と民生委員、市や社会福祉協議会をはじめとした関係団体の連携を強化し、地

域共生社会の実現に向けて一体となって取り組みます。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域福祉講演会の参加人数 人 72 90 100 110 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 高齢者による地域の支え合

い活動への参加促進 

介護予防・日常生活支援総合事業やその他の

生活支援サービスの整備にあたり、生活支援体

制整備協議体メンバー、シニアクラブ（老人ク

ラブ）、高齢者サロン、民生委員等すべての人が

積極的に関われるよう、地域の支え合いについ

て意識醸成を図り、高齢者のボランティア活動

や高齢者が主体となって運営する事業の創出

を支援します。 

高齢者福祉課 

② 人材の組織化の促進 

地域活動の場や関係団体・組織についての情

報提供などの支援を行うことにより、発掘･育

成した人材の活動への参加や新たな活動主体

の組織化を促進します。 

高齢者福祉課 

③ 心配ごと相談事業 

心配ごと相談員（民生委員）が本庄会場と児

玉会場で、市民の悩みや心配ごとを聴き取りな

がら相談に応じます。内容によっては関係機関

への紹介を行います。 

地域福祉課 

④ 敬老意識の啓発 
広報や敬老事業などのイベントを通じて、敬

老や福祉の意識を更に啓発します。 
高齢者福祉課 

⑤ 社会教育などによる福祉教

育の推進 

市民総合大学や公民館事業などを通じて福

祉教育を推進します。 
生涯学習課 

⑥ 高齢者世帯等安否確認事業 

日常的に見守りを必要とする、70 歳以上の高

齢者世帯（単身・二人世帯）及び同居者がいて

も日中ひとりで過ごしている 75 歳以上の高齢

者等を対象に、民生委員が訪問することにより

世帯の安否確認を行います。 

社会福祉協議会 
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取組 事業内容 担当課等 

⑦ 自治会による見守り活動の

支援 

自治会ごとの見守り活動の体制づくりに協

力します。 
社会福祉協議会 

⑧ ふれあいいきいきサロン支

援事業 

高齢者や障害者等の地域住民が集まり、身近

な地域を拠点に活動するふれあいいきいきサ

ロンを支援します。 

社会福祉協議会 

⑨ 友愛通信事業 

日常的に見守りを必要とする 70 歳以上の単

身世帯を対象にボランティアグループや個人

ボランティアの協力によって、絵手紙を送るこ

とにより安否確認を行います。 

社会福祉協議会 

⑩ ほんじょう助け合いサービ

ス（在宅福祉有償家事援助

事業） 

在宅の高齢者世帯などを対象に、日常生活の

家事全般や外出の付き添いなどの支援を有償

で提供し、住民参加型の家事援助サービスとし

て行います。 

社会福祉協議会 

⑪ ボランティア活動事業 

ボランティアへの関心を高める取組や講座

などの開催、情報の提供などを行うことによ

り、地域福祉を担うボランティアの育成と活動

を支援します。 

社会福祉協議会 
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（５）成年後見制度の利用促進に向けた取組 

本市では、判断能力が十分でない高齢者等の権利を守るための総合的な支援体制の整

備を図っています。国や県の動向を考慮しつつ、認知症の人等自らの権利の行使に不安

を抱える人が安心して生活できるよう、本庄市社会福祉協議会等関係機関との連携を強

化し、必要なサービスの提供を図ります。また、中核機関として設置された成年後見サ

ポートセンターを中心に、成年後見制度の更なる周知と利用の促進を図ります。 

このほか、認知症の人等判断能力が不十分な人が適切に福祉サービスを利用できるよ

うにするため、あんしんサポートネット（福祉サービス利用援助事業）の周知啓発と利

用促進を図っていきます。 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 成年後見サポートセンター

における相談と利用支援

【再掲】 

成年後見サポートセンター（本庄市社会福祉

協議会へ委託）において、成年後見制度に関す

る相談に対応するとともに、情報提供・広報及

び啓発等を行います。 

地域福祉課 

② 法人成年後見事業【再掲】 

高齢者などの権利擁護を図るため、成年後見

人、保佐人または補助人となり、判断能力が不

十分な高齢者の保護・支援を行います。 

権利擁護が必要な人に適切な支援が届くよ

う、受任体制の強化や職員の専門性の向上、後

見支援員等の事業の担い手の育成に取り組み

ます。 

社会福祉協議会 

③ あんしんサポートねっと

（福祉サービス利用援助事

業）【再掲】 

判断能力の不十分な高齢者や知的障害・精神

障害のある人などが、安心して生活が送れるよ

うに、定期的に訪問し、福祉サービスの利用や

暮らしに必要なお金の出し入れのサポートを

します。 

社会福祉協議会 
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第４節 〔住まい〕安心して暮らせる環境の整備 

（１）多様な住まい方の支援 

高齢者を含め誰もが安心して住める公営住宅の適切な維持、管理に努めます。また、

高齢者がその状況に応じた適切な住まいやサービスを確保できるようにするため、高齢

者向けの住まいに関する情報提供などを行います。 

高齢者の居住の安定確保及び賃貸住宅の供給に関する状況の把握に努め、高齢者の多

様な住まい方を支える環境の整備に取り組みます。 

住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅は、高齢者にとって、安定した

住居の確保のために必要な施設である一方、過剰なサービス整備となることがないよう、

将来に必要な介護サービス基盤の整備量を見込むことが重要です。特定施設入居者生活

介護（地域密着型を含む。以下「特定施設」という。）の指定を受けていない有料老人ホ

ームが増加することにより、それに伴う市外の入居者の増加が住民サービスに影響を及

ぼす可能性があります。本庄市の住民が優先して入居できるよう、施設に求めていくと

ともに、現在指定を受けていない施設には介護保険上の特定施設への移行を促します。 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 高齢者世帯等の優先入居制度 

市営住宅における高齢者や身体障害者との

同居世帯などに対する優先入居制度を継続的

に実施します。 

営繕住宅課 

② 市営住宅の安全の確保 
耐火住宅、簡易耐火住宅の維持・保全を図

ります。 
営繕住宅課 

③ サービス付き高齢者向け住

宅・有料老人ホームの適正な

整備 

「本庄市における高齢者向け住宅の整備方

針」に基づき県と調整を図るとともに、適切

な整備がなされるよう促します。 

高齢者福祉課 

④ ケアハウスの確保 
ひとり暮らし高齢者などの増加を踏まえ、

今後も施設の維持継続を支援します。 
高齢者福祉課 

図表 市内の住宅型有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅の定員数 

施設類型 定員数（合計） 

住宅型有料老人ホーム 3,188 人 

サービス付き高齢者向け住宅 656 人 

（注）令和５年７月１日時点 
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（２）高齢者にやさしいまちづくりの推進 

高齢者や障害のある人等の円滑な移動を確保するため、バリアフリー化における基本

方針とその取り組み方についてまとめた「本庄市移動等円滑化促進方針（バリアフリー

マスタープラン）」に基づき、公共施設などのバリアフリー化を推進し、福祉の観点から

施設の点検・整備を行うとともに、新たな施設整備については、ユニバーサルデザイン

の適用に努めます。 

公共交通に関しては、デマンドバス等の利用促進を図るととともに、交通弱者にとっ

て安全な移動手段の確保に努めます。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

路線バス・デマンドバス・シ

ャトルバス利用者数 
人 726,799 750,381 757,884 765,463 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 公共交通の維持・確保 
路線バス、デマンドバス、シャトルバスの利

便性を向上し、利用を促進します。 
都市計画課 

② 公共交通におけるバリアフ

リー・ユニバーサルデザイ

ン化の推進 

路線バスのノンステップ化等、関係機関と連

携してバリアフリー化を推進します。また、案

内表示などへのユニバーサルデザインの使用

を推進します。 

都市計画課 

③ 道路の整備 

危険箇所の把握による道路の拡幅やバリア

フリーを考慮した歩道の設置など道路を整備

します。 

道路整備課 
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（３）防犯・防災対策の推進 

高齢者の防犯・防災意識の高揚と啓発に努めるとともに、関係団体・地域住民との連

携を強化し、高齢者を支える体制の整備・強化を図ります。 

また、高齢者の交通安全に対する意識を高めるよう、交通安全教育や啓発活動の充実

を図ります。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

防災訓練実施回数 回 1 2 2 2 

備蓄食料数 食 47,970 50,000 60,000 60,000 

自主防災組織率 ％ 95.0 100.0 100.0 100.0 

避難行動要支援者の避難支援

関係機関との情報共有に同意

した人数 

人 2,518 2,600 2,700 2,800 

啓発物品配布人数・消費生活

講座受講者数 
人 1,889 2,000 2,100 2,200 

交通安全教室開催数 回 1 1 1 1 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 防災訓練の実施 
土砂災害や大地震などを想定した防災訓練

を実施します。 
危機管理課 

② 備蓄や情報通信基盤の確保 

防災行政無線など情報通信基盤の整備、保存

食や毛布などの生活必需物資の確保などによ

り防災対策を実施します。 

危機管理課 

③ 自主防災組織等への支援 
自主防災組織の活動や、消防施設等への整備

補助などにより自主防災体制を構築します。 
危機管理課 

④ 福祉避難所の設置 

福祉事業所と協定を締結し、災害発生時に必

要に応じて福祉避難所を開設します。受入れ対

象者について、事前に事業所と情報共有を行い

ます。 

地域福祉課 

危機管理課 

⑤ 避難行動要支援者避難支援

制度の推進 

災害時における高齢者などの迅速かつ円滑

な避難を確保するため、避難行動要支援者名簿

を作成し、自治会や民生委員、消防機関などの

避難支援関係機関と共有します。 

地域福祉課 
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取組 事業内容 担当課等 

⑥ 災害に対する具体的計画、

避難訓練、物資の備蓄等の

指導 

水害や土砂災害に対処する避難確保計画の

作成について、各施設を担当する関係課と防災

部局等が連携し支援を行います。 

災害に関する具体的計画や避難に要する時

間・避難経路等の確認、避難訓練を定期的に実

施するよう介護事業所等を指導します。 

食料、飲料水、生活必需品、燃料その他の物

資の備蓄・調達状況等について指導します。 

危機管理課 

介護保険課 

⑦ 防犯対策の強化 

高齢者を狙った悪質商法や振り込め詐欺な

どの消費者被害防止のため、情報提供を進める

とともに、消費者相談・消費者教育の強化を図

ります。本庄市消費生活サポーターと協働し、

地域で啓発活動や消費生活講座を実施するな

ど、消費生活被害防止に努めます。 

商工観光課 

⑧ 自動通話録音装置の貸出し 

高齢者を狙った電話による特殊詐欺（オレオ

レ詐欺や振り込め詐欺）を防止するため、自動

通話録音装置を貸出します。 

危機管理課 

⑨ 交通安全教室の開催 

交通安全推進団体や警察などとの連携によ

る、高齢者を対象とした交通安全教室を開催し

ます。 

危機管理課 

⑩ 交通安全施設の整備 
カーブミラー、道路照明灯、区画線などの交

通安全施設の整備を推進します。 

危機管理課 

道路整備課 

 

 



73 

第５節 〔介護〕介護保険サービスの充実による安心基盤づくり 

（１）介護保険サービス基盤の整備 

介護保険制度では、常時介護を必要とする状態（要介護状態）や、日常生活に支援が

必要で介護予防サービスが効果的な状態（要支援状態）になった場合に、介護サービス

を受けることができます。この要介護状態や要支援状態の判定を行うのが要介護認定で、

市に設置される介護認定審査会が行います。要介護認定は介護サービスの給付に結びつ

くことから、客観的基準に基づき適時適切な判定を行う体制を維持する必要があります。 

介護が必要な状態になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよ

う、リハビリテーションへの取組を強化するなどにより在宅生活の限界点の引き上げを

図るとともに、必要なサービスが安定的に確保・供給されるよう、居宅・施設サービス

や地域密着型サービスの整備を促進します。 

全国的に介護人材が不足することが予想されています。中でも、在宅生活を支えるサ

ービスの一つとしての訪問介護を担うホームヘルパーが減少していくことが見込まれて

おり、在宅生活の限界点を引き上げるためには、効率的なサービス提供が必要です。定

期巡回・随時対応型訪問介護看護や小規模多機能型居宅介護は、効率的なサービス提供

が期待できるものであることから、ケアプランに組み込む上での課題を解決し、利用の

促進を図るとともに、更なる整備を図ります。 

看護小規模多機能型居宅介護についても、医療と介護のニーズを有する高齢者の在宅

生活の継続に寄与することが期待されるため、整備について検討します。 

さらに、居宅要介護者が抱える多様な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、地域の実

情に合わせて既存資源等を活用した複合的な在宅サービスの整備についても検討します。 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 居宅サービスの充実 

要介護高齢者が安心して在宅での生活を続

けられるよう、毎日複数回の柔軟なサービス提

供により日常生活を支えることが可能な定期

巡回・随時対応型訪問介護看護や小規模多機能

型居宅介護の普及に取り組み、在宅医療系の介

護保険サービスなどの基盤整備を進めます。 

介護保険課 

② 施設・居住系サービスの充

実 

在宅での生活が困難な要介護高齢者の受け

皿として、地域密着型介護老人福祉施設の整備

について地域とのバランスを考慮して基盤整

備を進めます。 

介護保険課 
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図表 地域密着型サービスの整備計画

取組 事業内容 担当課等

③ 地域密着型サービス事業所

の適切な運営

地域密着型サービスについては、設置基準に

照らし適正に事業所の指定を行うとともに、安

定した事業運営や質の高いサービスを提供で

きるよう事業者への支援を行います。

介護保険課

サービス名称 単位

現状 第９期整備計画

令和５年度末
令和６
年度

令和７
年度

令和８
年度

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護 事業所 1 0 1 0

小規模多機能型居宅介護 事業所 3 0 1 0

看護小規模多機能型居
宅介護

事業所 0 0 0 0

認知症対応型共同生活
介護

事業所 11 0 0 0

ユニット 19 0 0 0

地域密着型特定施設入
居者生活介護

事業所 1 0 0 0

地域密着型介護老人福
祉施設入居者生活介護 事業所 2 0 0 1
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（２）サービスの質の向上 

介護人材の不足が懸念される中、サービスの質の維持･向上を図るためには、介護専門

職が利用者のケアに専念できるよう業務を整理し、周辺業務を専門職ではない方々に担

っていただくことも検討する必要があります。また、ロボットやセンサー、ICTを積極的

に活用していくことが求められています。 

介護給付適正化についても、これまでも取り組んできましたが、今後も事務負担の軽

減を図りつつ、効果的・効率的な実施に努めます。 

リハビリテーションサービスの提供については、要支援・要介護者が本人の状態に応

じて、生活している地域において必要なリハビリテーションを利用しながら健康的に暮

らすことができるよう、要支援・要介護者の自立支援に取り組みます。特に、要支援１・

２のリハビリテーションサービス利用率が低い状況から、比較的軽度な状態からの利用

の促進を重点に、利用者がリハビリテーションを主体的・積極的に活用していくことを

支援する環境づくりに取り組みます。 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① ケアプラン（介護支援計画）

の確認指導 

ケアプランが利用者の自立支援に資するも

のとなっているかという観点などから、ケア

プランの確認、指導を実施します。 

介護保険課 

② 住宅改修などの点検 

住宅改修が自立支援につながっているかの

視点に立って、改修前の事前訪問調査や事後

確認を実施します。 

介護保険課 

③ 集団指導 
地域密着型サービス事業所及び居宅介護支

援事業所に対して、一斉指導を実施します。 
介護保険課 

④ 研修の充実 

窓口業務に従事する職員に対して接遇など

の必要な研修を実施して、窓口対応の充実を

図ります。 

介護保険課 

⑤ 介護支援専門員の支援 

地域包括支援センターのケアマネネットワ

ーク会議や本庄市介護支援専門員連絡会で研

修や情報交換などを実施し、地域のケアマネ

ジメントの充実を図ります。 

高齢者福祉課 

介護保険課 

⑥ 委託認定調査の状況チェック 
民間事業者に委託している認定調査の結果

に対する点検を行います。 
介護保険課 

⑦ 介護と医療情報との突合 

給付実績の情報を活用した医療情報との突

合及び縦覧点検の結果に基づく過誤調整など

を引き続き実施します。 

介護保険課 

⑧ 運営指導 

地域密着型サービス事業所や居宅介護支援

事業所を訪問し、サービス内容等の確認・指

導を行います。 

介護保険課 
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取組 事業内容 担当課等 

⑨ 苦情への対応 

利用者及び家族などからの苦情について、

速やかに事実確認を行い、必要に応じて県な

どの関係機関と連携しながら介護保険サービ

ス事業者に対して指導などを行います。 

介護保険課 
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（３）情報提供・相談体制の充実 

地域包括支援センターをはじめとして、他の関係機関との連携強化を図り、高齢者に

関する身近な相談窓口の強化や切れ目のない相談体制の充実を図ります。 

また、各種行事や出前講座などの機会を積極的に利用して、わかりやすい情報提供を

行います。 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 地域包括支援センターの情

報提供体制の充実 

地域包括支援センターにおいて、介護保険制

度のほか医療や福祉に関する幅広い分野の情

報について、地域包括支援センターの役割や活

用方法も含め、わかりやすく利用者に提供しま

す。 

高齢者福祉課 

② 地域の組織や団体への情報

提供 

民生委員、シニアクラブ（老人クラブ）など、

地域で活動する組織や団体などに対し、地域包

括支援センターの相談機能や介護保険制度等

に関する情報提供を行います。 

高齢者福祉課 

介護保険課 

③ 多様な情報媒体の活用 

広報、ホームページ、パンフレットなど多様

な媒体を活用し、介護保険サービスの利用者、

地域住民、地域の団体や関係機関に対する介護

保険制度や高齢者支援に関する情報提供の充

実を図ります。 

高齢者福祉課 

介護保険課 

④ 福祉総合相談窓口（福祉の

困りごと相談窓口） 

市民の様々な悩みや不安を受け止め、相談者

の抱える課題や背景等を考慮しつつ、その解決

に向けて必要な支援体制の構築を図ります。 

生活支援課 
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（４）低所得者対策の推進 

低所得者の経済的な負担を軽減するために、保険料多段階設定、公費負担による保険

料軽減を行います。 

また、低所得者に対しては、国民健康保険、後期高齢者医療保険においても保険料、

自己負担額の軽減を実施しています。 

生活困窮者の把握に努め、自立に向けた支援につなげます。 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 社会福祉法人などによる利用

者負担の軽減対策 

生計困難な利用者に対し、介護保険サービ

スを提供する社会福祉法人がその社会的役割

として利用者負担を軽減することにより、サ

ービスの利用促進を図ります。（法人が軽減の

際に負担した軽減額の一部を市が助成しま

す。） 

介護保険課 

② 利用者負担金助成事業 

市民税非課税者を対象に、介護保険居宅サ

ービスの利用者負担の一部を助成し、低所得

者の負担軽減を図ります。 

介護保険課 
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（５）介護人材の確保 

団塊ジュニア世代が高齢者となる令和 22（2040）年までを展望すると、高齢者人口の

増加とともに、生産年齢人口の急減が見込まれています。今後、介護人材の不足が懸念

される中、介護専門職が利用者のケアに特化できる環境を整備するため、業務を整理し

て周辺業務を元気高齢者等のボランティアが担うことも必要と考えられます。 

「利用者に質の高いケアを届ける」という介護現場の価値を重視し、利用者のみなら

ずその家族や関係者にも価値を提供するために、介護現場の生産性向上（業務改善活動）

の取組を通じて介護の価値を高めることが求められています。人手不足の中でも介護サ

ービスの質の維持・向上を実現するために介護サービス事業所の課題を明確にし、業務

改善活動等に継続的に取り組み、職員の働きがいや仕事に対する満足感を高め、介護人

材の定着を図るとともに、その結果として更なるサービスの質向上につなげます。ロボ

ットやセンサー、ICTの活用による業務の効率化支援、子育てしながら働ける等の介護人

材の定着支援に取り組むとともに、新卒者や定年退職者の就労の場や元気高齢者の活躍

の場として介護の現場の魅力を高め、新たな介護人材の確保につながるよう支援します。 

外国人介護人材の受入れについては、介護事業所の意向を把握しつつ、受入れに向け

た支援を行います。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介護に関する入門的研修修了

者数 
人 34 35 35 35 

図表 主な取組 

取組 事業内容 担当課等 

① 市民向け研修の実施 

介護の周辺業務を市民や元気高齢者等のボラ

ンティアに担ってもらえるよう、必要な研修等の

実施や介護施設とのマッチングの体制づくりに

取り組みます。 

高齢者福祉課

介護保険課 

② 外国人介護人材の受入れ支

援 

外国人介護人材の安定的な受入れに向けた就

業・生活環境づくり、受入れ施設における職員研

修等の体制整備、外国人技能実習生受入れに要す

る費用の助成等、受入れ支援体制の整備に取り組

みます。 

介護保険課 

③ 事業者向け研修の実施 

今後介護人材の不足が予測されることから、介

護分野に新規参入を促すほか、介護現場に人材が

定着するよう、スキル向上のための研修会を児玉

郡内で開催することを検討します。また、介護現

場の職員の負担軽減等につながるよう生産性向

上のための支援を埼玉県と連携し実施します。 

介護保険課 
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取組 事業内容 担当課等 

④ 介護人材の確保 

介護未経験者が介護に関する基本的な知識を

身に付け、介護業務に携わる上で知っておくべき

基本的技術を学ぶ介護に関する入門的研修を実

施し、介護分野への参入のきっかけをつくり、介

護業務に対する不安を払拭し、多様な人材の参入

を促進します。また、研修の実施方法については、

児玉郡内での開催を検討します。 

介護保険課 
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第５章 介護保険サービスの見込みと保険料の算出 

第１節 介護保険料の算出までの流れ 

（１）介護保険料の算定フロー 

介護保険料の算定は、国が定めた手順に沿って実施しています。算定フローは次のと

おりです。 

図表 介護保険料の算定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．人口推計 

国立社会保障・人口問題研究所の推計を基に、将来人口（第１号被保険者
数・第２号被保険者数）を推計。 

２．要支援・要介護認定者数の推計 

男女別・年齢別の要支援・要介護度別の認定率（年齢別・男女別）を基に、
要支援・要介護認定者数（第１号被保険者・第２号被保険者）を推計。 

４．居宅サービス利用者数の推計 

居宅サービスについて、現在の利用状況、施設等の整備予定等を参考にし
て利用者数を推計。 

６．介護保険料額の設定 

推計された総給付費、地域支援事業費等を基に、介護保険料額を推計。 

３．施設・居住系サービスの利用者数の推計 

施設サービス、居住系サービスについて、現在の利用状況、施設等の整備
予定等を参考にして利用者数を推計。 

５．総給付費等の推計 

利用者数の推計結果を基にサービス別・要介護度別の１人当たり給付額（実
績からの推計）を乗じて総給付費を推計。 

地域支援事業費について、現在の利用状況等を参考に推計。 
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第２節 被保険者数と要支援・要介護認定者数の推計 

（１）被保険者数の推計 

第９期計画期間における被保険者数を次のとおり見込みます。 

図表 令和５年度から令和 32年度までの被保険者数の推計 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所の推計より算出。 

 

（２）要支援・要介護認定者数の推計 

第９期計画期間における要支援・要介護認定者数は次のとおり見込みます。 

図表 第９期計画期間における要支援・要介護認定者数の推計 

単位：人 

 
令和６年度 

（うち第１号被保険者数） 

令和７年度 

（うち第１号被保険者数） 

令和８年度 

（うち第１号被保険者数） 

総数 3,948（3,818） 4,041（3,911）  4,142（4,012）  

 要支援１ 284（278）  290（284）  298（292）  

 要支援２ 344（332）  356（344）  362（350）  

 要介護１ 1,126（1,087）  1,148（1,109）  1,179（1,140）  

 要介護２ 703（667）  716（680）  734（698）  

 要介護３ 505（495）  522（512）  533（523）  

 要介護４ 662（647）  680（665）  699（684）  

 要介護５ 324（312）  329（317）  337（325）  
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第３節 介護保険サービス量の見込み 

（１）介護保険サービスの概要 

介護保険制度には、申請により要介護・要支援と認定された人が利用できる「介護（予

防）サービス」があります。要支援と認定された人と基本チェックリストにより事業対

象者と判定された人は「介護予防・日常生活支援総合事業」も利用できます。 

また、介護保険サービスは、都道府県が指定を行うものと、市町村が指定などを行う

「地域密着型サービス」と「介護予防・日常生活支援総合事業」に分かれます。地域密

着型サービスは、介護や支援が必要になっても、できる限り住み慣れた地域での生活を

継続できるよう、当該市町村の住民が利用するサービスです。 

図表 介護予防サービスと介護給付、介護予防・日常生活支援総合事業の区分 

区分 都道府県が指定・監督 市町村が指定・監督 

介護予防サ

ービス 

◎居宅介護予防サービス 

【訪問サービス】 

・ 介護予防訪問入浴介護 

・ 介護予防訪問看護 

・ 介護予防訪問リハビリテーション 

・ 介護予防居宅療養管理指導 

【通所サービス】 

・ 介護予防通所リハビリテーション 

【短期入所サービス（ショートステイ）】 

・ 介護予防短期入所生活介護 

・ 介護予防短期入所療養介護 

【その他】 

・ 介護予防福祉用具貸与 

・ 特定介護予防福祉用具販売 

・ 介護予防住宅改修 

◎居住系サービス 

・ 特定施設入居者生活介護（混合型）

（有料老人ホームなど） 

・ 介護予防特定施設入居者生活介護

（有料老人ホームなど） 

◎地域密着型介護予防サービス 

【通所サービス】 

・ 介護予防認知症対応型通所介護 

【通い・訪問・泊まり】 

・ 介護予防小規模多機能型居宅介護 

【小規模な施設など】 

・ 介護予防認知症対応型共同生活介護

（グループホーム） 

◎介護予防支援（ケアプランの作成） 
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区分 都道府県が指定・監督 市町村が指定・監督 

介護給付 

◎居宅サービス 

【訪問サービス】 

・ 訪問介護（ホームヘルプサービス） 

・ 訪問入浴介護 

・ 訪問看護 

・ 訪問リハビリテーション 

・ 居宅療養管理指導 

【通所サービス】 

・ 通所介護（デイサービス） 

・ 通所リハビリテーション（デイケア） 

【短期入所サービス（ショートステイ）】 

・ 短期入所生活介護 

・ 短期入所療養介護 

【その他】 

・ 福祉用具貸与 

・ 特定福祉用具販売 

・ 居宅介護住宅改修 

◎居住系サービス 

・ 特定施設入居者生活介護（有料老人

ホームなど） 

◎施設サービス 

・ 介護老人福祉施設 

・ 介護老人保健施設 

・ 介護医療院 

◎地域密着型サービス 

【訪問サービス】 

・ 夜間対応型訪問介護 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

【通所サービス】 

・ 認知症対応型通所介護 

・ 地域密着型通所介護 

【通い・訪問・泊まり】 

・ 小規模多機能型居宅介護 

・ 看護小規模多機能型居宅介護 

【小規模な施設など】 

・ 認知症対応型共同生活介護（グルー

プホーム） 

・ 地域密着型特定施設入居者生活介護 

・ 地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護 

◎居宅介護支援（ケアプランの作成） 

介護予防・

日常生活支

援総合事業 

－ 

◎介護予防・日常生活支援総合事業 

・ 訪問型サービス 

・ 通所型サービス 

・ 生活支援サービス 
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１．ケアプランの作成 

サービスの概要は次のとおりです。 

図表 サービスの概要 

サービス 概要 
要介護 

１～５ 

要支援 

１・２ 

居宅介護支援 

介護サービスの適切な利用が可能となるよ

う、介護支援専門員（ケアマネジャー）が、要

介護者の心身の状況、置かれている環境、意思

や希望を勘案して、居宅介護サービス計画（ケ

アプラン）を作成します。また、計画に基づく

介護サービスの提供が確保されるよう、事業者

との連絡調整や、要介護者が介護保険施設への

入所を希望した場合には介護保険施設への紹

介などを行っています。 

提供機関：居宅介護支援事業所 

○  

介護予防支援 

介護予防サービスの適切な利用が可能とな

るよう、地域包括支援センターの保健師など

が、要支援者の心身の状況、置かれている環境、

意思や希望を勘案して、介護予防サービス計画

（ケアプラン）を作成します。また、計画に基

づく介護予防サービスの提供が確保されるよ

う事業者との連絡調整を行っています。 

提供機関：地域包括支援センター 

 ○ 

 

２．居宅サービス 

サービスの概要は次のとおりです。 

図表 サービスの概要 

サービス 概要 
要介護 

１～５ 

要支援 

１・２ 

訪問介護（ホームヘルプ

サービス） 

ホームヘルパーに自宅を訪問してもらい、入

浴・排泄・食事などの身体介護や、調理・洗濯

などの生活援助を受けられます。 

○  

訪問看護 

疾患などを抱えている人について、看護師に

自宅を訪問してもらい、療養上の世話や診療の

補助を受けられます。 

○ ○ 

訪問入浴介護 
自宅に浴槽を持ち込んでもらい、入浴の介護

を受けられます。 
○ ○ 

訪問リハビリテーション 

理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が自宅

を訪問し、心身の機能の維持・回復、日常生活

の自立援助を図るために、リハビリテーション

を受けられます。 

○ ○ 
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サービス 概要 
要介護 

１～５ 

要支援 

１・２ 

居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士などに

自宅を訪問してもらい、療養上の管理・指導を

受けられます。 

○ ○ 

通所介護 

（デイサービス） 

通所介護施設に通い、食事・入浴などの日常

生活上の支援や、生活行為向上のための支援を

日帰りで受けられます。 

○  

通所リハビリテーション

（デイケア） 

老人保健施設や医療機関などに通い、理学療

法士や作業療法士、言語聴覚士等による「機能

の維持回復訓練」や「日常生活動作訓練」を受

けるサービスです。 

○ ○ 

短期入所 

（ショートステイ） 

○短期入所生活介護 

介護老人福祉施設などに短期間入所して、食

事・入浴・排泄などの日常生活上の支援や、機

能訓練を受けられます。 

○短期入所療養介護 

老人保健施設や医療施設などに短期間入所

して、医学的な管理の下で、医療上のケアを含

む日常生活の支援や、機能訓練・医師の診療を

受けられます。 

○ ○ 

福祉用具貸与 

日常生活の自立を助けるための福祉用具の

貸与が受けられます。 

※要支援１・２及び要介護１の人は原則とし

て、車いす・車いす付属品・特殊寝台・特殊

寝台付属品・床ずれ防止用具・体位変換器・

認知症老人徘徊感知機器・移動用リフトは利

用できません。また、自動排泄処理装置は要

介護４・５の人のみの利用となります。 

○ ○ 

福祉用具購入費の支給 

排泄や入浴に使われる貸与になじまない福

祉用具を、指定された事業者から購入した場

合、費用額の９割から７割が支給されます。年

間 10 万円の費用額が上限となります。 

○ ○ 

住宅改修費の支給 

手すりの取り付けや段差解消などの住宅改

修をした際、費用額の９割から７割が支給され

ます。20 万円の費用額が上限となります。 

○ ○ 
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図表 福祉用具の購入・貸与 

サービス 概要 

購
入 

腰掛便座 便器上に置くもの、起立補助のものなど 

自動排泄処理装置の交換部品 尿を自動的に吸引するもの 

入浴補助用具 入浴用いす、浴室用手すりなど 

簡易浴槽 空気式、折りたたみ式で取り付けに工事を伴わないものに限る 

移動用リフトの吊り具の部分 福祉用具貸与のリフトに付属するもの 

貸
与 

車いす 自走用標準型、普通型電動、介助用標準型 

車いす付属品 クッションや電動装置などの車いすで利用する付属品 

特殊寝台 背部または脚部が調整できるものなど 

特殊寝台付属品 マットレス、サイドレールなど特殊寝台にて使用する付属品 

床ずれ防止用具 送風装置、空気マット、水圧全身マット 

体位変換器 空気パッドを利用して容易に体位を変換できるもの 

手すり 取り付けに工事を伴わないものに限る 

スロープ 段差解消のためのもので、取り付けに工事を伴わないものに限る 

歩行器 歩行時に体重を支える機器で車輪や四脚のものなど 

歩行補助つえ 松葉づえ、カナディアン・クラッチなど 

認知症老人徘徊感知機器 センサーで感知し通報するもの 

移動用リフト 床走行式、固定式などで身体を吊り上げるもの 

自動排泄処理装置 排尿中に便が出ても尿と一緒に吸引する装置 

図表 住宅改修の対象となる工事 

サービス 概要 

住宅改修 

・ 廊下・階段・浴室などへの手すりの取り付け 

・ 床段差の解消 

・ 滑りの防止及び移動の円滑化などのための床材の変更 

・ 引き戸への扉の取り替えなど 

・ 和式から洋式便器などへの便器の取り替え 

・ その他の住宅改修に付帯して必要となる改修 
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３．施設・居住系サービス等 

サービスの概要は次のとおりです。 

図表 サービスの概要 

サービス 概要 
要介護 

１～５ 

要支援 

１・２ 

特定施設入居者生活介護 

有料老人ホームやケアハウスなどに入居し

ている高齢者が、日常生活上の支援や介護が受

けられます。 

○ ○ 

介護老人福祉施設（特別

養護老人ホーム） 

寝たきりや認知症で日常生活において常時

介護が必要で、自宅では介護が困難な人が入所

し、食事・入浴・排泄などの日常生活の世話が

受けられます。 

○  

介護老人保健施設（老人

保健施設） 

病状が安定している人に対して、医学的管理

の下で看護・介護・リハビリテーションを行う

施設です。医療上のケアやリハビリテーショ

ン、日常的介護を一体的に提供し、在宅への復

帰の支援が受けられます。 

○  

介護医療院 

「日常的な医学管理が必要な重介護者の受

入れ」や「看取り・ターミナル」などの機能と、

「生活施設」としての機能を兼ね備えた介護保

険施設です。要介護者に「長期療養のための医

療」と「日常生活上の世話（介護）」を一体的に

提供します。 

○  

 

４．地域密着型サービス 

サービスの概要は次のとおりです。 

図表 サービスの概要 

サービス 概要 
要介護 

１～５ 

要支援 

１・２ 

定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 

重度者をはじめとした要介護高齢者の在宅

生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問

介護と訪問看護を一体的にまたはそれぞれが

密接に連携しながら、定期巡回訪問と随時の対

応をするサービスです。 

○  

夜間対応型訪問介護 

24 時間安心して在宅生活が送れるよう、巡回

や通報システムによる夜間専用の訪問介護サ

ービスです。 

○  

認知症対応型通所介護 
認知症の人を対象に専門的なケアを提供す

る通所介護サービスです。 
○ ○ 
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サービス 概要 
要介護 

１～５ 

要支援 

１・２ 

地域密着型通所介護 

利用定員が 18 人以下の小規模な通所介護サ

ービスです。サービス内容は居宅サービスの通

所介護と同じです。 

○  

小規模多機能型居宅介護 

通所を中心に、利用者の選択に応じて訪問系

のサービスや泊まりを組み合わせて多機能な

サービスが受けられます。 

○ ○ 

看護小規模多機能型居宅

介護 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複

数の居宅サービスや地域密着型サービスを組

み合わせて提供するサービスです。 

○  

認知症対応型共同生活介

護（グループホーム） 

認知症高齢者がスタッフの介護を受けなが

ら共同で生活をする住宅です。 
○ 

○ 
（要支援２

のみ） 

地域密着型介護老人福祉

施設 

｢介護老人福祉施設｣と同様のサービスが提

供されますが、小規模（29 人以下）となります。

複数の小規模拠点（定員５名程度）が、地域内

で分散して提供される場合もあります。 

○  

地域密着型特定施設入居

者生活介護 

｢特定施設入居者生活介護｣と同様のサービ

スが提供されますが、小規模（29 人以下）とな

ります。 

○  

 

５．介護予防・日常生活支援総合事業 

サービスの概要は次のとおりです。 

図表 サービスの概要 

サービス 概要 
要介護 

１～５ 

要支援 

１・２ 

訪問型サービス 

自立した生活を営むために、ホームヘルパー

などが調理、洗濯や掃除などの日常生活上の支

援を行うサービスです。 

 
○ 

（事業対象

者含む） 

通所型サービス 
通所介護施設などで機能訓練をはじめとし

た支援を行います。 
 

○ 
（事業対象

者含む） 

生活支援サービス 
栄養改善を目的とした配食サービスや、高齢

者の見守りなどを行います。 
 

○ 
（事業対象

者含む） 
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（２）介護予防サービス 

介護予防サービスの利用を次のとおり見込みます。 

図表 第８期計画期間における実績と第９期計画期間における見込み 

サービス 単位 

第８期実績 第９期見込み 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

① 介護予防訪問入浴

介護 

回数 

（回） 
0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

利用者数 

（人） 
0  0  0  0  0  0  

② 介護予防訪問看護 

回数 

（回） 
205.2  202.7  213.2  195.2  205.9  205.9  

利用者数 

（人） 
21  19  18  18  19  19  

③ 介護予防訪問リハ

ビリテーション 

回数 

（回） 
42.7  30.0  30.5  37.4  37.4  37.4  

利用者数 

（人） 
6  4  5  5  5  5  

④ 介護予防居宅療養

管理指導 

利用者数 

（人） 
5  5  7  7  7  7  

⑤ 介護予防通所リハ

ビリテーション 

利用者数 

（人） 
28  25  23  23  23  24  

⑥ 介護予防短期入所

生活介護 

日数 

（日） 
17.6  24.3  48.3  42.0  42.0  42.0  

利用者数 

（人） 
1  2  3  3  3  3  

⑦ 介護予防短期入所

療養介護（老健） 

日数 

（日） 
0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

利用者数 

（人） 
0  0  0  0  0  0  

⑦ 介護予防短期入所

療養介護（病院等） 

日数 

（日） 
0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

利用者数 

（人） 
0  0  0  0  0  0  

⑦ 介護予防短期入所

療養介護（介護医

療院） 

日数 

（日） 
0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

利用者数 

（人） 
0  0  0  0  0  0  

⑧ 介護予防福祉用具

貸与 

利用者数 

（人） 
193  192  200  198  204  208  

⑨ 特定介護予防福祉

用具購入費 

利用者数 

（人） 
3  3  4  4  4  4  

⑩ 介護予防住宅改修 
利用者数 

（人） 
4  4  6  6  6  6  

⑪ 介護予防特定施設

入居者生活介護 

利用者数 

（人） 
7  6  5  5  5  5  

※利用者数は１月当たりの利用者数、回（日）数は１月当たりの利用回（日）数を示す。端数処理により、利用が

見込まれていても利用者数または回（日）数が０になることがある。 

※令和５年度は見込み。 
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（３）居宅サービス 

居宅サービスの利用を次のとおり見込みます。 

図表 第８期計画期間における実績と第９期計画期間における見込み 

サービス 単位 

第８期実績 第９期見込み 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

① 訪問介護 

回数 

（回） 
7,145.8  7,000.6  6,854.0  7,107.6  7,309.5  7,559.5  

利用者数 

（人） 
425  420  446  458  469  484  

② 訪問入浴介護 

回数 

（回） 
183  178  173  174.3  178.0  187.4  

利用者数 

（人） 
35  38  36  37  38  40  

③ 訪問看護 

回数 

（回） 
2,023.2  2,334.7  2,766.5  3,029.1  3,123.5  3,241.6  

利用者数 

（人） 
161  188  221  226  233  242  

④ 訪問リハビリテー

ション 

回数 

（回） 
708.9  576.4  581.5  789.3  837.4  852.4  

利用者数 

（人） 
64  51  52  53  56  57  

⑤ 居宅療養管理指導 
利用者数 

（人） 
299  352  363  375  386  399  

⑥ 通所介護 

回数 

（回） 
11,548  11,676  12,001  12,758.7  13,154.7  13,560.2  

利用者数 

（人） 
856  881  906  930  957  986  

⑦ 通所リハビリテー

ション 

回数 

（回） 
1,661.8  1,653.4  1,689.1  1,906.7  1,962.3  2,030.7  

利用者数 

（人） 
177  177  178  183  188  194  

⑧ 短期入所生活介護 

日数 

（日） 
2,648.1  2,546.0  2,442.3  2,480.4  2,563.9  2,624.0  

利用者数 

（人） 
154  146  146  152  157  161  

⑨ 短期入所療養介護 

（老健） 

日数 

（日） 
140.8  135.8  148.6  136.2  144.3  155.6  

利用者数 

（人） 
15  15  14  14  15  16  

⑨ 短期入所療養介護 

（病院等） 

日数 

（日） 
0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

利用者数 

（人） 
0  0  0  0  0  0  

⑨ 短期入所療養介護 

（介護医療院） 

日数 

（日） 
0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

利用者数 

（人） 
0  0  0  0  0  0  
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サービス 単位 

第８期実績 第９期見込み 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

⑩ 福祉用具貸与 
利用者数 

（人） 
1,077  1,126  1,173  1,207  1,243  1,283  

⑪ 特定福祉用具購入

費 

利用者数 

（人） 
21  24  23  23  23  25  

⑫ 住宅改修費 
利用者数 

（人） 
12  11  12  12  12  12  

⑬ 特定施設入居者 

生活介護 

利用者数 

（人） 
53  58  60  63  66  66  

※利用者数は１月当たりの利用者数、回（日）数は１月当たりの利用回（日）数を示す。端数処理により、利用が

見込まれていても利用者数または回（日）数が０になることがある。 

※令和５年度は見込み。 

 

（４）施設サービス 

各施設サービスの利用を次のとおり見込みます。 

図表 第８期計画期間における実績と第９期計画期間における見込み 

サービス 単位 

第８期実績 第９期見込み 

令和３ 

年度 
令和４ 

年度 
令和５ 

年度 
令和６ 

年度 
令和７ 

年度 
令和８ 

年度 

① 介護老人福祉施設 
利用者数 

（人） 
357  360  373  373  373  375  

② 介護老人保健施設 
利用者数 

（人） 
198  201  211  211  211  211  

③ 介護医療院 
利用者数 

（人） 
7  8  6  6  6  6  

※利用者数は１月当たりの利用者数を示す。 

※令和５年度は見込み。 



93 

（５）地域密着型介護予防サービス・地域密着型サービス 

各サービスの利用を次のとおり見込みます。 

図表 第８期計画期間における実績と第９期計画期間における見込み 

サービス 単位 

第８期実績 第９期見込み 

令和３ 

年度 
令和４ 

年度 
令和５ 

年度 
令和６ 

年度 
令和７ 

年度 
令和８ 

年度 

① 介護予防認知症対

応型通所介護 

回数 

（回） 
0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

利用者数 

（人） 
0  0  0  0  0  0  

② 介護予防小規模多

機能型居宅介護 

利用者数 

（人） 
1  1  2  2  2  3  

③ 介護予防認知症対

応型共同生活介護 

利用者数 

（人） 
2  0  0  0  0  0  

④ 定期巡回・随時対

応型訪問介護看護 

利用者数 

（人） 
25  25  25  25  27  31  

⑤ 夜間対応型訪問介

護 

利用者数 

（人） 
0  0  0  0  0  0  

⑥ 地域密着型通所介

護 

回数 

（回） 
2,142.0  1,990.6  1,996.9  2,074.7  2,133.3  2,180.8  

利用者数

（人） 
218  203  216  221  227  232  

⑦ 認知症対応型通所

介護 

回数 

（回） 
262.4  277.2  392.0  411.2  411.2  434.2  

利用者数 

（人） 
23  24  22  23  23  24  

⑧ 小規模多機能型居

宅介護 

利用者数 

（人） 
56  55  58  60  61  66  

⑨ 認知症対応型共同

生活介護 

利用者数 

（人） 
156  163  155  158  161  166  

⑩ 地域密着型特定施

設入居者生活介護 

利用者数

（人） 
28  28  30  29  29  29  

⑪ 地域密着型介護老

人福祉施設入所者

生活介護 

利用者数 

（人） 
58  58  58  58  58  58  

⑫ 看護小規模多機能

型居宅介護 

利用者数 

（人） 
0  0  0  0  0  0  

※利用者数は１月当たりの利用者数、回数は１月当たりの利用回数を示す。端数処理により、利用が見込まれてい

ても利用者数または回数が０になることがある。 

※令和５年度は見込み。 
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（６）介護予防支援・居宅介護支援 

介護予防支援、居宅介護支援の利用を次のとおり見込みます。 

図表 第８期計画期間における実績と第９期計画期間における見込み 

サービス 単位 

第８期実績 第９期見込み 

令和３ 

年度 
令和４ 

年度 
令和５ 

年度 
令和６ 

年度 
令和７ 

年度 
令和８ 

年度 

① 介護予防支援 
利用者数 

（人） 
231  225  233  231  238  242  

② 居宅介護支援 
利用者数 

（人） 
1,707  1,733  1,775  1,825  1,875  1,934  

※利用者数は１月当たりの利用者数を示す。 

※令和５年度は見込み。 
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第４節 介護保険事業費の見込み 

（１）介護予防サービス給付費（見込額） 

介護予防サービス給付費は次のとおり見込みます。 

図表 介護予防サービス給付費の見込み 

単位：千円 

サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

１．介護予防サービス 49,118 50,020 50,808 

 介護予防訪問入浴介護 0  0  0  

 介護予防訪問看護 7,863  8,324  8,324  

 介護予防訪問リハビリテーション 1,224  1,226  1,226  

 介護予防居宅療養管理指導 808  809  809  

 介護予防通所リハビリテーション 9,615  9,628  10,149  

 介護予防短期入所生活介護 3,166  3,170  3,170  

 介護予防短期入所療養介護（老健） 0  0  0  

 介護予防短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  

 介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 0  0  0  

 介護予防福祉用具貸与 13,429  13,844  14,111  

 特定介護予防福祉用具購入費 1,039  1,039  1,039  

 介護予防住宅改修 6,479  6,479  6,479  

 介護予防特定施設入居者生活介護 5,495  5,501  5,501  

２．地域密着型介護予防サービス 1,799 1,801 2,701 

 介護予防認知症対応型通所介護 0  0  0  

 介護予防小規模多機能型居宅介護 1,799  1,801  2,701  

 介護予防認知症対応型共同生活介護 0  0  0  

３．介護予防支援 12,687  13,088  13,308  

介護予防サービスの総給付費（Ⅱ） 63,604  64,909  66,817  

※端数処理により、利用が見込まれていても給付費の見込みが０になることがある。 
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（２）介護サービス給付費（見込額） 

介護サービス給付費は次のとおり見込みます。 

図表 介護サービス給付費の見込み 

単位：千円 

サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

１．居宅サービス 2,471,900 2,556,869 2,636,049 

 訪問介護 251,022  258,556  267,370  

 訪問入浴介護 26,536  27,135  28,573  

 訪問看護 149,764  154,766  160,824  

 訪問リハビリテーション 28,064  29,796  30,341  

 居宅療養管理指導 51,047  52,617  54,412  

 通所介護 1,151,421  1,190,710  1,228,927  

 通所リハビリテーション 190,387  196,326  203,713  

 短期入所生活介護 244,341  252,934  258,911  

 短期入所療養介護（老健） 19,224  20,385  22,045  

 短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  

 短期入所療養介護(介護医療院) 0  0  0  

 福祉用具貸与 190,151  196,312  202,978  

 特定福祉用具購入費 6,983  6,983  7,606  

 住宅改修費 14,849  14,849  14,849  

 特定施設入居者生活介護 148,111  155,500  155,500  

２．地域密着型サービス 1,203,674 1,226,918 1,266,988 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 38,310  41,743  46,717  

 夜間対応型訪問介護 0  0  0  

 地域密着型通所介護 183,541  189,202  193,500  

 認知症対応型通所介護 53,405  53,472  56,486  

 小規模多機能型居宅介護 155,881  159,296  171,312  

 認知症対応型共同生活介護 501,777  512,102  527,870  

 地域密着型特定施設入居者生活介護 67,115  67,200  67,200  

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 203,645  203,903  203,903  

 看護小規模多機能型居宅介護 0  0  0  

３．介護保険施設サービス 1,867,250 1,869,613 1,875,432 

 介護老人福祉施設 1,114,518  1,115,928  1,121,747  

 介護老人保健施設 726,465  727,384  727,384  

 介護医療院 26,267  26,301  26,301  

４．居宅介護支援 298,369  307,307  317,138  

介護サービスの総給付費（Ⅰ） 5,841,193  5,960,707  6,095,607  

※端数処理により、利用が見込まれていても給付費の見込みが０になることがある。 
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第５節 保険料の算定 

（１）保険給付費の負担割合 

介護保険給付費の負担割合は、50％を公費、50％を被保険者の保険料とすることと定

められています。また、被保険者の負担分については、全国の第１号被保険者と第２号

被保険者の見込数の割合に応じて、３年ごとに負担割合の見直しが行われます。第７期

計画以降、第１号被保険者負担割合は 23.0％に、第２号被保険者負担割合は 27.0％とな

っています。 

図表 保険給付費の負担割合（居宅給付費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国から交付される調整交付金の交付率によって実質の負担割合は変化する。 

 

図表 保険給付費の負担割合（施設等給付費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国から交付される調整交付金の交付率によって実質の負担割合は変化する。 
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27.0%
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国

20.0%
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（２）地域支援事業費の負担割合 

地域支援事業の財源は、保険給付費と同様に、保険料と公費で構成されます。介護予

防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業、任意事業の３事業の負担割合は、次のと

おりです。 

図表 地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合事業）の負担割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国から交付される調整交付金の交付率によって実質の負担割合は変化する。 

 

図表 地域支援事業（包括的支援事業、任意事業）の負担割合 
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（３）保険給付費等の見込額 

１．標準給付費見込額 

標準給付費見込額は次のとおりです。 

図表 標準給付費見込額 

単位：円 

区分 合計 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

標準給付費見込額〔Ａ〕 19,221,220,768  6,272,164,251  6,401,771,268  6,547,285,249  

 総給付費 18,092,837,000  5,904,797,000  6,025,616,000  6,162,424,000  

 

特定入所者介護サービス

費等給付額（財政影響額調

整後） 

641,383,934  208,813,336  213,811,007  218,759,591  

  
特定入所者介護サービ

ス費等給付額 
631,916,664  205,906,621  210,568,256  215,441,787  

  
制度改正に伴う財政影

響額※１ 
9,467,270  2,906,715  3,242,751  3,317,804  

 
高額介護サービス費等給

付額（財政影響額調整後） 
414,467,051  134,919,502  138,174,771  141,372,778  

  
高額介護サービス費等 

給付額 
407,433,939  132,760,141  135,765,773  138,908,025  

  

高額介護サービス費等

の利用者負担の見直し

等に伴う財政影響額※

１ 

7,033,112  2,159,361  2,408,998  2,464,753  

 
高額医療合算介護サービ

ス費等給付額 
62,008,743  20,205,213  20,662,650  21,140,880  

 算定対象審査支払手数料 10,524,040  3,429,200  3,506,840  3,588,000  

  
審査支払手数料一件 

当たり単価 
  40  40  40  

  
審査支払手数料 

支払件数 
263,101  85,730  87,671  89,700  

※１ 厚生労働省提供の算出式にしたがって算出されている。 
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２．地域支援事業費見込額 

地域支援事業は、地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者の社会参加・介護予

防に向けた取り組み、在宅生活を支える医療と介護の連携及び認知症の人への支援等を

一体的に推進しながら、高齢者を地域で支えていく体制を構築することを目的とする事

業です。要支援・要介護状態となる前からの介護予防を推進し、地域における包括的・

継続的なマネジメント機能を強化する観点から、各市町村がそれぞれの地域特性に応じ

てサービスを展開しています。 

地域支援事業費見込額は次のとおりです。 

図表 地域支援事業費見込額 

単位：円 

区分 合計 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域支援事業費〔Ｂ〕 703,461,000  234,257,000  234,487,000  234,717,000  

 
介護予防・日常生活支援総合

事業費 
307,521,000  102,277,000  102,507,000  102,737,000  

 

包括的支援事業（地域包括 

支援センターの運営） 

及び任意事業費 

305,700,000  101,900,000  101,900,000  101,900,000  

 
包括的支援事業 

（社会保障充実分） 
90,240,000  30,080,000  30,080,000  30,080,000  
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（４）基準額に対する介護保険料の段階設定等 

第９期計画期間内における介護保険料の段階設定は 13段階とし、各段階を次のとおり

設定します。 

図表 介護保険料の段階設定及び基準額に対する保険料率 

所得段階 対象者 
第９期 

負担割合 

第１段階 

生活保護受給者 
基準額 
×0.285 

市民税非課

税世帯 

老齢福祉年金受給者 

課税年金収入額と合計所得金額の合計が 80万円以下 

第２段階 
課税年金収入額と合計所得金額の合計が 80 万円超 120

万円以下 

基準額 
×0.485 

第３段階 課税年金収入額と合計所得金額の合計が 120万円超 
基準額 
×0.685 

第４段階 市民税課税

世帯で本人

非課税 

課税年金収入額と合計所得金額の合計が 80万円以下 
基準額 
×0.90 

第５段階 
（基準額） 

課税年金収入額と合計所得金額の合計が 80万円超 
基準額 
×1.00 

第６段階 

市民税本人

課税 

合計所得金額の合計が 120万円未満 
基準額 
×1.25 

第７段階 合計所得金額の合計が 120万円以上 210万円未満 
基準額 
×1.35 

第８段階 合計所得金額の合計が 210万円以上 320万円未満 
基準額 
×1.55 

第９段階 合計所得金額の合計が 320万円以上 420万円未満 
基準額 
×1.70 

第 10 段階 合計所得金額の合計が 420万円以上 520万円未満 
基準額 
×1.90 

第 11 段階 合計所得金額の合計が 520万円以上 620万円未満 
基準額 
×2.00 

第 12 段階 合計所得金額の合計が 620万円以上 720万円未満 
基準額 
×2.10 

第 13 段階 合計所得金額の合計が 720万円以上 
基準額 
×2.20 

※第１号被保険者のうち、市民税が非課税である第１段階から第３段階に該当する者については、本庄市介護保険条例の規定

に基づき保険料の軽減が図られている。 
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（５）所得段階別被保険者数（第１号被保険者数）の推計 

第１号被保険者の所得段階別被保険者数を次のとおり推計します。 

図表 所得段階別被保険者数（第１号被保険者数）の推計 

区分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 割合 

第１段階 3,567 人 3,581 人 3,598 人 10,746 人 15.7% 

第２段階 1,894 人 1,902 人 1,910 人 5,706 人 8.4% 

第３段階 1,521 人 1,527 人 1,534 人 4,582 人 6.7% 

第４段階 2,583 人 2,593 人 2,605 人 7,781 人 11.4% 

第５段階 

（保険料基準段階） 
3,345 人 3,359 人 3,374 人 10,078 人 14.8% 

第６段階 3,962 人 3,978 人 3,996 人 11,936 人 17.5% 

第７段階 3,137 人 3,149 人 3,163 人 9,449 人 13.8% 

第８段階 1,438 人 1,444 人 1,450 人 4,332 人 6.3% 

第９段階 533 人 535 人 537 人 1,605 人 2.4% 

第 10 段階 193 人 193 人 194 人 580 人 0.8% 

第 11 段階 101 人 101 人 102 人 304 人 0.4% 

第 12 段階 14 人 14 人 15 人 43 人 0.1% 

第 13 段階 364 人 367 人 368 人 1,099 人 1.6% 

合計 22,652 人 22,743 人 22,846 人 68,241 人 100.0％ 

（注）人数と割合について、端数処理により完全に一致しない。 
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（６）介護保険料基準額（月額）の算定方法 

第９期介護保険料基準額（月額）の算定方法は次のとおりです。 

調整交付金とは、保険者ごとの介護保険財政の調整を行うため、全国ベースで標準給

付費見込額の５％相当分を交付する仕組みです。第１号被保険者に占める後期高齢者の

割合（後期高齢者加入割合補正係数）及び所得段階別被保険者割合（所得段階別加入割

合補正係数）の全国平均との格差に基づいて、交付割合が保険者ごとに補正されていま

す。 

図表 介護保険料基準額（月額）の算定 

単位：円、％ 

項目 合計 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

標準給付費見込額〔Ａ〕 19,221,220,768  6,272,164,251  6,401,771,268  6,547,285,249  

地域支援事業費見込額〔Ｂ〕 703,461,000  234,257,000  234,487,000  234,717,000  

第１号被保険者負担分 

相当額〔Ｄ〕 
4,582,676,807  1,496,476,888  1,526,339,402  1,559,860,517  

調整交付金相当額※１ 

〔Ｅ〕 
976,437,088  318,722,063  325,213,913  332,501,112  

調整交付金見込額※２ 

〔Ｉ〕 
426,210,000  142,150,000  143,745,000  140,315,000  

調整交付金見込交付割合

〔Ｈ〕 
 2.23% 2.21% 2.11% 

 後期高齢者加入割合 

補正係数〔Ｆ〕 
 1.1011  1.1028  1.1070  

 
所得段階別加入割合 

補正係数〔Ｇ〕 
 1.0177  1.0168  1.0168  

保険料収納必要額〔Ｌ〕 4,563,403,895    

予定保険料収納率 99.00%    

準備基金取崩額の影響額 600    

 準備基金の残高 500,000,000     

 準備基金取崩額 494,500,000     

 準備基金取崩割合 98.9%    

※１：調整交付金相当額〔Ｅ〕 

＝（標準給付費見込額〔Ａ〕+地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業費））×全国平均の 

調整交付金交付割合（５％） 

※２：調整交付金見込額〔Ｉ〕 

＝（標準給付費見込額〔Ａ〕+地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業費））×調整交付金見込

交付割合〔Ｈ〕 
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（７）所得段階別介護保険料 

以上の条件を踏まえて算出した第９期介護保険料基準額は、介護保険給付費準備基金

（約５億円）を活用し、月額 5,450円（第８期から 250円の増額）としました。 

今後も高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、介護保険料を適切

に活用し安定的な介護保険事業の運営に努めます。 

図表 所得段階別保険料額 

所得段階 対象者 

第９期 

保険料 

（円／年額） 

第１段階 

生活保護受給者 

18,630 

市民税非課

税世帯 

老齢福祉年金受給者 

課税年金収入額と合計所得金額の合計が 80 万円以下 

第２段階 
課税年金収入額と合計所得金額の合計が 80 万円超

120 万円以下 
31,710 

第３段階 課税年金収入額と合計所得金額の合計が 120 万円超 44,790 
第４段階 市民税課税

世帯で本人
非課税 

課税年金収入額と合計所得金額の合計が 80 万円以下 58,860 
第５段階 
（基準額） 

課税年金収入額と合計所得金額の合計が 80万円超 
65,400 

（月額 5,450 円） 
第６段階 

市民税本人

課税 

合計所得金額の合計が 120 万円未満 81,750 
第７段階 合計所得金額の合計が 120 万円以上 210 万円未満 88,290 
第８段階 合計所得金額の合計が 210 万円以上 320 万円未満 101,370 
第９段階 合計所得金額の合計が 320 万円以上 420 万円未満 111,180 
第 10 段階 合計所得金額の合計が 420 万円以上 520 万円未満 124,260 
第 11 段階 合計所得金額の合計が 520 万円以上 620 万円未満 130,800 
第 12 段階 合計所得金額の合計が 620 万円以上 720 万円未満 137,340 
第 13 段階 合計所得金額の合計が 720 万円以上 143,880 

※第１段階から第３段階は減額後の保険料額を表示している（10 円未満切り捨て）。 

※保険料基準額（年額）＝保険料収納必要額÷予定保険料収納率÷所得段階別加入割合補正後被保険者数 

※保険料基準額（月額）＝保険料基準額（年額）÷12か月 
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（８）低所得者の支援策等 

１．保険料率の段階区分 

介護保険料は、被保険者の所得やその世帯の住民税課税状況等に応じて、13段階に設

定しています。 

 

２．介護保険料の減免 

災害等の特別な事情により、一時的に介護保険料の負担能力の低下が認められるよう

な場合は、介護保険料が減免あるいはその徴収が一時猶予されます。 

 

３．介護保険負担限度額の認定 

市民税非課税世帯等の低所得者（利用者負担が第１･第２･第３段階）に該当する人で、

認定基準を満たしている人は、介護保険施設、短期入所サービス及び地域密着型介護老

人福祉施設の利用における食費・居住費（滞在費）等の負担について限度額が設定され、

限度額を超えた分は特定入所者介護（予防）サービス費として補足給付されます。 

 

４．高額介護（予防）サービス費の支給 

自己負担が、一定の上限額を超えた時は、超えた分が高額介護（予防）サービス費と

して支給されます。 

また、所得によってその上限が減額され、負担が重くなりすぎないような仕組みにな

っています（ただし、居住費･食費･日常生活費等は含まれません）。 

 

５．高額医療合算介護（予防）サービス費の支給 

介護保険と医療保険の１年間の自己負担額の合計が、限度額を超えた時は、超えた分

が高額医療合算介護（予防）サービス費として支給されます。 
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（９）中長期的な推計 

国の推計では、団塊の世代が 75歳を迎える令和７（2025）年には高齢者人口のピーク

を迎え、令和 22（2040）年度は団塊ジュニア世代が高齢者（65歳以上）となります。 

本市の高齢者人口は令和 22（2040）年まで増加すると見られます。また、後期高齢者

人口を見ると、令和 22 年に 13,490 人となっており、これに伴い、要介護認定者及び保

険給付費も増大すると見込まれます。 

図表 中長期的な推計 

項目 令和８年度 令和 22 年度 
令和 22 年度と 

令和８年度の差 

高齢者人口 22,846 人 25,163 人 2,317 人 

 
前期高齢者人口 

（65 歳以上 75 歳未満） 
10,319 人 11,673 人 1,354 人 

 
後期高齢者人口 
（75 歳以上） 

12,527 人 13,490 人 963 人 

要介護（要支援） 
認定者数（総数） 

4,142 人 5,162 人 1,020 人 

標準給付費 6,547,285,249 円 8,372,914,916 円 1,825,629,667 円 

地域支援事業費 234,717,000 円 238,331,046 円 3,614,046 円 

介護保険料（月額） 
基準額 

5,450 円 7,728 円 2,278 円 

（注）令和 22 年度の介護保険料（月額）基準額は、保険給付費の推計に基づく推計値であり、確定した値ではな

い。 
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第６節 サービスの円滑な提供 

（１）介護給付実施体制の強化 

適正な介護保険制度の運営とサービスの質の向上は、高齢者が安心して住み慣れた地

域での暮らしを続けていく上での前提となるものです。これは介護保険制度の信頼性を

確保することにもつながります。 

介護保険制度の普及や相談体制の強化等、介護保険制度の維持・発展のための取り組

みを進めます。また、保健・福祉サービスの円滑な提供を図るため、関係機関との連携

を強化し、相互の情報共有を進め、常にサービスの向上と改善を進めていきます。 

 

１．介護保険制度の普及・情報提供 

介護保険制度の開始以来、介護保険制度や各種サービスの認知度の向上を図ってきま

したが、引き続き広報ほんじょうやホームページへの掲載、パンフレットの作成・配布、

講座の実施等により介護保険制度の普及を図り、市民への制度理解を進め、市民サービ

スの向上に努めます。 

 

２．サービスに関する相談体制の強化 

市は保険者として、また利用者の相談窓口として、相談や苦情に対して、適切かつ迅

速な対応を行います。 

また、市民において最も身近な相談窓口である地域包括支援センターにおいて、居宅

サービス計画や事業者との契約に関する相談に応じる等、総合相談体制を強化します。 

 

３．サービスの質の向上 

介護サービス事業所職員に対して研修を実施するほか、サービス内容等の改善が必要

な介護サービス事業者に対して適切な育成、指導に努めます。 
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（２）地域包括支援センター、地域ケア会議の推進 

地域包括支援センターの機能・役割を踏まえ、研修等の受講により資質向上に努める

とともに、業務量に応じた人員体制の強化、事業の評価方法についても検討します。 

また、地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて、認知症施策、在宅医療・介護連携

の推進及び地域ケア会議の推進を図り、ネットワークづくりや社会資源の整備、市民へ

の啓発を行います。 

 

（３）介護給付の適正化 

高齢者が増加していく中で、介護保険制度が信頼を得て、その持続可能性を確保する

ためには、不適切な介護サービスの防止に努めていくことが大切です。また、利用者に

適切なサービスを提供し、介護給付費や介護保険料の抑制に努めることが求められてい

ます。本市においても、介護給付適正化主要３事業を実施することにより、介護給付を

必要とする受給者を適切に認定した上で、受給者が必要とするサービスを事業者が適正

に提供するよう、介護給付の適正化を推進します。 

介護給付適正化主要３事業 

 要介護認定の適正化 

 ケアプラン点検 

 医療情報との突合・縦覧点検 
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第６章 計画の推進体制 

第１節 高齢者福祉施策の総合的な推進のための体制づくり 

（１）介護保険運営協議会の充実 

本市では、介護保険事業の運営に関する課題に適切に対応するため、有識者、保健医

療関係者、福祉関係者、介護保険の被保険者等で構成される「本庄市介護保険運営協議

会」を設置しています。 

計画の実施及び進捗状況の点検、評価を行うなど、介護保険事業運営の推進に向けて、

介護保険運営協議会の充実を図ります。 

 

（２）関係機関相互の連携強化 

保健・医療・福祉分野における関係者などで構成される「地域ケア会議」を地域包括

支援センターごとに定期的に開催し、実務レベルでの事業の調整や情報交換、意見交換

を活発化することにより情報の共有を図ります。 

また、「本庄市地域包括支援センター運営協議会」など、関連する多様な組織間の連携

を強化し、地域包括ケアシステムの推進に向け、高齢者や家族のニーズに即した総合的

かつ効果的な高齢者施策の展開が図れるよう体制の強化に努めます。 

 

（３）人材の育成 

地域における保健福祉サービスの充実のために、必要なサービス従事者等の人材の確

保・定着・育成に向けた取組の推進を図るとともに、国や県などの関係機関とも連携し、

研修機会の充実に努めます。 

また、地域福祉の推進に不可欠なボランティアや住民組織などについて、支援体制を

強化するとともに、市の保健福祉サービスと連携した活動の実施に向けて、研修や指導

に取り組みます。 

 

（４）医療･介護の連携と医療サービスの充実 

在宅介護の充実をはじめとする施策の推進に向けて、医療と介護・福祉分野の連携を

深めるための機会の充実を図ります。 

本庄市児玉郡医師会や本庄市児玉郡歯科医師会などとの連携を強化するとともに、本

庄市児玉郡在宅医療・介護連携推進協議会において、在宅医療と介護の連携を推進する

ための協議を行い、市民に必要な医療体制の確保や多職種による連携体制の整備、医療

系の介護給付サービスの充実に努めていきます。 
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また、高齢者が気軽に相談し、自身の健康状態などを的確に把握できるよう、かかり

つけ医を持つことを推進していきます。 

 

（５）PDCAサイクルに沿った進捗管理 

本計画の推進にあたっては、様々なデータを活用して成果の見える化を図り、保険者

機能強化推進交付金の評価指標等も活用して、PDCAサイクルに沿った進捗管理を実施し

ます。 

また、成功事例やノウハウ等の情報を集めて関係者間で共有し、予防、医療、生活支

援、住まい、介護等、様々な場面で積極的に取り入れていくことで、本計画の基本方針

である地域包括ケアシステムの更なる深化と地域共生社会の実現を推進していきます。 

 

 

第２節 計画を推進するための役割分担 

高齢者の健康・生きがいづくり、介助や見守り、そして高齢者を支える家族介護者へ

の支援など、地域で暮らす高齢者を切れ目なく支える体制を構築するためには、行政に

おける保健福祉サービスの充実とともに、高齢者本人をはじめ、家庭・地域社会、サー

ビス事業者、関係機関・団体、企業、行政などが連携して取り組むことが重要です。 

本市の人材や施設といった地域資源を生かして、地域住民や組織がそれぞれ主体的に

健康づくりや福祉に関わり、それぞれの役割分担の下、支え合いや助け合いによる地域

包括ケア体制を推進します。 
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資料編 
 

１ 本庄市介護保険条例（抜粋） 

本庄市介護保険条例（抜粋） 

平成１８年１月１０日 

条例第１３３号 

第４章 介護保険運営協議会 

（設置） 

第１１条 介護保険に関する事項について、調査及び審議するため、本庄市介護保険運営協

議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第１２条 協議会は、次に掲げる事項について調査及び審議する。 

（１）法第１１７条第１項の規定による介護保険事業計画の策定又は変更に関する事項 

（２）法第４２条の２第５項、法第７８条の２第６項、法第７８条の４第５項等に規定する

地域密着型サービスに関する事項 

（３）前２号に掲げるもののほか、市の介護保険に関する施策の実施状況の調査その他介護

保険に関する施策に関する重要事項 

（意見具申） 

第１３条 協議会は、前条の規定により調査及び審議した結果必要があると認めるときは、

同条各号に掲げる事項に関して、市長に意見を述べることができる。 

（組織） 

第１４条 協議会は、委員１５人をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

（１）識見を有する者 

（２）保健医療関係者 

（３）福祉関係者 

（４）被保険者 

（５）費用負担関係者 

３ 委員の任期は、３年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第１５条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 
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２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務を代理

する。 

（協議会の会議） 

第１６条 協議会は、会長が招集し、会議の議長となる。 

２ 協議会は、委員の２分の１以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

４ 協議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その説明又は意見を聴く

ことができる。 

（協議会の庶務） 

第１７条 協議会の庶務は、福祉部において処理する。 
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２ 介護保険運営協議会委員名簿 

委員区分 選任基準 所属 氏名 

第 1 号委員 

識見を有する者 ５名 

 

市議会委員 本庄市議会 巴  高 志 

市議会議員 本庄市議会 堀口 伊代子 

自治会代表 本庄市自治会連合会 丸橋  健司 

自治会代表 本庄市自治会連合会 櫻 井  忍 

民生・児童委員 本庄市民生委員・児童委員協議会 森  米 子 

第２号委員 

保健医療関係者 ３名 

 

医師 （一社）本庄市児玉郡医師会 髙橋  茂雄 

医師 （一社）本庄市児玉郡医師会 薗部  光一 

歯科医師 本庄市児玉郡歯科医師会 竹 内  靖 

第３号委員 

福祉関係者 ３名 

（介護サービス事業者代表） 

施設サービス事業者 
（一社）埼玉県老人福祉施設協議会 

北部圏域 
太田  行信 

在宅サービス事業者 本庄市社会福祉協議会 大屋  正信 

在宅サービス事業者 本庄市介護支援専門員連絡会 金井  安枝 

第４号委員 

被保険者 ３名 

 

高齢者団体 本庄市老人クラブ連合会 須藤  成光 

公募（第１号被保険者）  山形 やよゐ 

公募（第２号被保険者）  五十嵐 清美 

第５号委員 

費用負担関係者 １名 健康保険組合代表 沖電気工業(株) 戸 塚  寛 

任期 自：令和３年２月 22 日 至：令和６年２月 21 日（後任委嘱者＝委嘱年月日～令和６年２月 21 日） 
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３ 本庄市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画検討委員会設置規程 

 

○本庄市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画検討委員会設置規程 

平成 20年 4月 28日 

訓令第 7号 

(設置) 

第 1条 老人福祉法(昭和 38年法律第 133号)第 20条の 8第 1項及び介護保険法(平成 9年法律

第 123 号)第 117 条第 1 項の規定により市が定める本庄市高齢者福祉計画及び介護保険事業

計画について、必要な事項を検討及び審議し、並びに関係各課等の調整を図るため、本庄市

高齢者福祉計画及び介護保険事業計画検討委員会(以下「委員会」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第 2条 委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 本庄市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の策定並びに変更に関すること。 

(2) 本庄市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の進捗状況の確認並びに改善策の検討に

関すること。 

(組織) 

第 3条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

2 委員長は、福祉部高齢者福祉課長を、副委員長は、福祉部介護保険課長をもってこれに充て、

委員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

3 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務を代

理する。 

(会議) 

第 4条 委員会の会議は、必要に応じ、委員長が招集する。 

2 会議の議長は、委員長をもって充てる。 

3 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の関係者に対し、出席を求めて意見若しく

は説明を聴くこと又は資料の提出を求めることができる。 

(ワーキンググループ) 

第 5 条 委員会は、第 2 条に掲げる事項の具体的な検討のため必要があるときは、ワーキング

グループを設けることができる。 

2 ワーキンググループは、第 3条に掲げる委員長、副委員長及び委員が所属する組織の構成員

から、委員長が選任する者により構成する。 

(庶務) 

第 6条 委員会の庶務は、福祉部高齢者福祉課及び福祉部介護保険課において処理する。 
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(その他) 

第 7 条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に

諮って定める。 

 

別表（第３条関係） 

企画財政部企画課長 企画財政部財政課長 市民生活部危機管理課長 市民生活部支所市

民福祉課長 福祉部地域福祉課長 福祉部生活支援課長 福祉部障害福祉課長 保健部保

険課長 保健部健康推進課長 経済環境部商工観光課長 都市整備部都市計画課長 教育

委員会生涯学習課長 教育委員会スポーツ推進課長 
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４ 高齢者福祉計画及び介護保険事業計画検討委員会委員名簿 

№ 役職 所 属 等 氏 名 

1 委員長 福祉部高齢者福祉課長 内 田  武 男 

2 副委員長 福祉部介護保険課長 丸 山  仁 

3 委員 企画財政部企画課長 橋 本  英 樹 

4  企画財政部財政課長 榊 田  誉 浩 

5  市民生活部危機管理課長 田 島  隆 行 

6  市民生活部支所市民福祉課長 井 田  純 子 

7  福祉部地域福祉課長 小 沢  智 明 

8  福祉部生活支援課長 三井田 憲治 

9  福祉部障害福祉課長 佐々木 智恵 

10  保健部保険課長 榊 田  恵 

11  保健部健康推進課長 武 正  和 敏 

12  経済環境部商工観光課長 小 川  知 子 

13  都市整備部都市計画課長 茂 木  正 男 

14  教育委員会生涯学習課長 原  道 広 

15  教育委員会スポーツ推進課長 塩 原  利 春 
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５ 策定経過 

年 年月日 項目 主な内容 

令和４年 5 月 24 日 
令和４年度 

第１回運営協議会 

【報告事項】 

〇本庄市第１０次高齢者福祉計画及び第９期介護保険事

業計画の策定について 

〇地域密着型サービス事業者公募について 

〇地域密着型サービスについて 

 10 月 26 日 
令和４年度 

第１回検討委員会 

【議事】 

〇本庄市第１０次高齢者福祉計画及び第９期介護保険事

業計画について 

〇介護予防日常生活圏域ニーズ調査・在宅介護実態調査

について 

 11 月 4 日 
令和４年度 

第２回運営協議会 

【審議事項】 

〇本庄市第１０次高齢者福祉計画及び第９期介護保険事

業計画の策定について 

〇介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態

調査等の実施について 

【報告事項】 

〇地域密着型サービスについて 

〇本庄市の現状について 

令和５年 1 月 25 日 
令和４年度 

第２回検討委員会 

【議事】 

〇介護予防日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査

の回収状況について 

〇団体アンケート案について 

〇事業所アンケート案について 

 2 月 7 日 
令和４年度 

第３回運営協議会 

【審議事項】 

〇介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態

調査の回収状況について 

〇団体アンケート案について 

〇事業所アンケート案について 

【報告事項】 

〇地域密着型サービス事業者の公募結果について 

〇地域密着型サービスについて 
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年 年月日 項目 主な内容 

 5 月 18 日 
令和５年度 

第１回検討委員会 

【議事】 

〇アンケートの実施概要（市民対象・地域団体・事業者等

対象）について 

〇介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調

査の報告について 

〇団体アンケートの報告について 

〇現行計画における各課事業評価について 

〇基本理念・施策体系について 

 5 月 29 日 
令和５年度 

第１回運営協議会 

【審議事項】 

〇アンケートの実施概要について 

〇介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態

調査の報告について 

〇団体アンケートの報告について 

〇現行計画における各課事業評価について 

〇次期計画の基本理念・施策体系について 

【報告事項】 

〇地域密着型サービス事業者公募について 

〇地域密着型サービスについて 

 8 月 7 日 
令和５年度 

第２回検討委員会 

【議事】 

〇事業所調査実施概要（在宅生活改善調査・居所変更実

態調査・介護人材実態調査）について 

〇在宅生活改善調査・居所変更実態調査・介護人材実態

調査の報告について 

〇団体ヒアリング実施報告について 

〇次期計画における各課事業照会結果について 

〇第１０次高齢者福祉計画及び第９期介護保険事業計画

の素案について 

 8 月 22 日 
令和５年度 

第２回運営協議会 

【審議事項】 

〇在宅生活改善調査、居所変更実態調査及び介護人材

実態調査の報告について 

〇事業所ヒアリング実施報告について 

〇次期計画策定にあたっての各課事業照会結果について 

〇第１０次高齢者福祉計画及び第９期介護保険事業計画

の素案について 

【報告事項】 

〇地域密着型サービスについて 
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年 年月日 項目 主な内容 

 10 月 11 日 
令和５年度 

第３回検討委員会 

【議事】 

〇本庄市第 10 次高齢者福祉計画及び第 9 期介護保険

事業計画素案について 

 10 月 31 日 
令和５年度 

第３回運営協議会 

【審議事項】 

〇本庄市第１０次高齢者福祉計画及び第９期介護保険事

業計画の素案について 

〇地域密着型サービスの整備計画（案）について 

〇パブリックコメントの実施について 

【報告事項】 

〇介護給付費等に関するモニタリングについて 

〇保険者機能強化推進交付金及び介護保険保険者努力

支援交付金の評価結果について 

〇地域密着型サービスについて 

令和６年 1 月 16 日 
令和５年度 

第４回検討委員会 

【議事】 

〇パブリックコメントの実施結果について 

〇第９期介護保険事業計画における介護サービス量の見

込みと介護保険料について 

〇本庄市第１０次高齢者福祉計画及び第９期介護保険事

業計画（案）について 

 1 月 30 日 
令和５年度 

第４回運営協議会 

【審議事項】 

〇パブリックコメントの結果と対応について 

〇第９期介護保険事業計画における介護サービス量の見

込みと介護保険料について 

〇本庄市第１０次高齢者福祉計画及び第９期介護保険事

業計画（案）について 

〇答申書（案）について 

【報告事項】 

〇地域密着型サービスについて 
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